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Ⅰ 行財政改革推進計画について

１ 本市における行財政改革の取組み

本市では、これまで行財政の効果的かつ合理的運営、市民サービスの向上を図るため、昭和

60 年９月から６度にわたり行政改革大綱を策定し、事務事業の見直し、定員及び給与の適正

化などに取組むとともに、利便性の高い市民サービスの向上にも積極的に取り組んできました。

年 月 事 項 計 画 期 間

昭和 60 年 9 月 岡崎市行政改革大綱

平成 9 年 2 月 岡崎市行政改革大綱

平成 11 年 8 月 第三次岡崎市行政改革大綱 平成 11～15 年度の 5 年間

平成 15 年 3 月 新岡崎市行政改革大綱 平成 15～17 年度の 3 年間

平成 18 年 3 月 新岡崎市行政改革大綱（改訂） 平成 17～21 年度の 5 年間

平成 22 年 3 月 岡崎市行財政改革大綱 平成 22～26 年度の５年間

２ 本市を取り巻く課題

本市の財政状況は、リーマン・ショック以降の急激な景気の悪化や東日本大震災の影響から

は、緩やかながら回復の兆しが見られます。しかし、社会保障関係経費は依然として増加傾向

にあり、また南海トラフ巨大地震等の災害に対する備えや、少子高齢化と人口減少社会への対

応、今後老朽化を迎える公共施設の維持・管理など、多くの課題を抱えており、これからも厳

しい財政状況が見込まれます。

○少子高齢化と人口減少

本市の人口は今後も増加を続けますが、

徐々に増加幅は縮小し、平成 42 年の

39 万 6,000 人をピークに、その後減少

に転じると予想されます。

また 15 歳から 64 歳までの生産年齢

人口の減少に対して、65 歳以上の老年

人口は今後も増加を続け、平成 52 年に

は約３人に１人の割合になると見込まれ

ます。高齢者の増加に伴って医療や介護

などの社会保障関係経費の財政負担が増加する一方で、就労人口の減少により市税収入の減

少も懸念されることから、財政基盤のよりいっそうの安定化が求められます。

※昭和55年～平成22年は「国勢調査」（総務省）

※旧額田町を含む（S55年～H17年）
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○公共施設の老朽化

岡崎市が保有する公共建築物は、延床面積

122 万㎡にのぼり、多くが昭和 46 年から

平成３年の約 20 年間に建設されました。そ

の内、一般的に劣化が急激に進むとされてい

る築 30 年以上の建築物が約 45％を占めて

います。また、同様にインフラ資産と呼ばれ

る道路、橋りょう、上下水道施設などについ

ても、今後一斉に更新時期を迎えます。

これに対して、長寿命化などの合理的な管

理計画の策定を推進していきますが、維持管

理費や施設更新に係る経費は今後大きな財政

負担になると予想されます。

※昭和55年～平成22年は「国勢調査」（総務省）

※旧額田町を含む（S55年～H17年）
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○財政計画

本市ではこれまで堅実な財政運営を行っており、その結果として健全化判断比率などの財政

指標は良好な結果を示しています。そして、平成 27 年１月には総務省から地方公会計のより

一層の推進を図る旨の要請があり、今後本市においても固定資産台帳を整備した上で、新たな

統一的な基準による財務書類を作成・公表し、ストック情報を含めた自治体財政の更なる「可

視化」とこれらを活用した財政運営が求められています。

従来からの財政指標に加え、このような新たな財務情報を財政運営に十分に活かし、今後も

引き続き財政基盤の強化による安定的な市税収入の確保と公共サービスの厳選による歳出の

抑制を図り、健全な財政運営に努めます。

(１)歳入の見込み

我が国の景気は緩やかな回復基調が続いており、物価の動向もデフレ状況からの脱却が見込

まれています。本市においては、固定資産税は今後も継続して安定的な収入が見込めますが、

個人市民税は景気の緩やかな回復が見込まれるものの大幅な増収は見込めず、また、法人市民

税は国の税制改正により減収が見込まれており、市税全体での大幅な増収は見込めない状況に

あります。さらに、国や県の財政状況も悪化しており、その動向に留意する必要があります。

(2) 歳出の見込み

社会保障関連経費については、少子高齢化の進展による老年人口比率の上昇に伴い、緩やか

になりつつあるものの依然として増加の傾向にあります。また、公共施設の老朽化が進んでお

り、今後は長寿命化のための保全整備に係る費用の増加にも留意する必要があります。

一方で、第６次総合計画の重点プロジェクト、社会基盤整備、災害対策などの推進を図り、

夢ある次の新しい岡崎に向けて様々な課題に取組む必要があるため、引き続き歳出削減を図り、

限られた財源を効果的・計画的に活用することに努めます。
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３ 推進計画の目的と位置付け

本市では、「２ 本市を取り巻く課題」に対応するとともに、第６次岡崎市総合計画に掲げる

将来都市像「人・水・緑が輝く 活気に満ちた 美しい都市 岡崎」の実現のために定められ

た基本政策のうち、「基本政策７ 将来まで自律した状態が続く都市経営（自律した都市経営

の実践）」を達成するため、岡崎市行財政改革大綱（平成 27 年度～平成 32 年度）を策定し、

都市の持続性を見据えた行財政運営を行います。

この行財政改革推進計画は、岡崎市行財政改革大綱に示した内容を、着実かつ集中的に推進

するための具体的な取組みを示した計画です。

４ 計画期間

行財政改革推進計画の計画期間は第６次岡崎市総合計画（平成 21 年度～平成 32 年度）の

基本計画（後期：平成 27 年度～平成 32 年度）の期間に合わせて平成 27 年度から平成 32

年度までの６年間です。ただし、毎年度の事務事業評価や予算編成などと連携して計画の見直

しをします。新たな取組みの追加や推進状況に合わせた計画の見直し等を必要に応じて行い、

その時々の状況に応じた最適な手法により行財政改革を推進します。

5 推進計画取組方針

(1) 行財政改革の目指すところは、単に市役所の仕事と資金の縮小、節約を進めるのではな

く、市民の生活、経済活動をより安全、快適にするところにある。行政サービスの利用者

である市民の満足度を高めるために、「市民の立場」で改革を進める。

(2) 職員ひとり一人のやる気を引き出すことにより、結果として仕事がやりやすくなった、

効率的にできるようになったと職員が実感できるようにすることが、行財政改革の一つの

側面である。各部署、各人が改革し、チャレンジし続ける組織風土を確立し、「職員力」に

より改革を推進する。

(3) 歳入の増加と安定化を図ると同時に、着実に歳出抑制を図ることで、社会経済情勢の急激

な変化に柔軟に対応できる財政構造を維持していく必要があり、「納税者の視点」で改革を

進める。

(4) 地方分権の推進、抜本的な構造改革が急速に進む中で、地方には自己決定・自己責任の

原則のもと、主体的で自律的な行政運営が求められている。西三河地域の中核都市として、

自治体の先駆者、地域発展のリーダーとしての役割を認識し、「広域的な視点」で改革を進

める。
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行財政改革大綱

行財政改革推進計画

行財政改革に対する取組みの方

向性を示した基本方針

行財政改革大綱に示した内容を

推進するための具体的な取組み

計画

1 開かれた市政の推進

3 効率的な執行体制と職員力の向上

5 広域行政の推進

推進計画取組方針

(1)「市民の立場」で改革を進める。

(2)「職員力」で改革を進める。

(3)「納税者の視点」で改革を進める。

(4)「広域的な視点」で改革を進める。

平成27年度

（推進計画初年度）

平成32年度

（推進計画最終年度）

「将来まで自律した状態が

続く都市経営」を実現

行財政改革によって得られる成果

【主な成果】

・市民サービスが向上します。

・事務事業の質が向上します。

・職員力が向上します。

・6年間で約28億3,400万円の

財政効果があります。

（平成27年2月時点での見込額）

・広域行政が推進されます。

改革の推進
（推進体制はP6を参照）

行財政改革の仕組み

将来都市像の実現に向け基本政

策７を達成し、都市の持続性を

見据えた行財政運営を行う

行財政改革に取組む背景

【将来都市像】

「人・水・緑が輝く 活気に満ちた

美しい都市 岡崎」

【基本政策７】

「将来まで自律した状態が続く都市経営

（自律した都市経営の実践）」

【本市を取り巻く課題】

・少子高齢化と人口減少による財政負担の

増加と市税収入の減少

・公共施設の老朽化による財政負担の増加

・健全な財政運営の維持

（財政基盤の強化による安定的な市税収入の確保

と公共サービスの厳選による歳出の抑制）

本市を取り巻く課題に対応する

2 成果を重視した行政経営の推進

4 健全な財政運営の推進
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6 行財政改革推進体制

行財政改革推進計画は、市長を本部長とする「行財政改革推進本部」が中心になって、全庁

をあげて推進します。推進計画の進行管理も同本部が行っていきます。

また、推進計画の進捗状況や実績は、学識経験者や市民公募委員などで構成する「岡崎市行

財政調査会」に定期的に報告し、その意見等を参考にしながら、推進計画を着実に推進します。

あわせて市民、市議会などに広く公表していきます。

行財政改革推進体制図

行財政改革推進本部

【組織】

・本部長：市長

・副本部長：副市長（2人）

教育長、病院長

・本部員：各部等の長

【役割】

・行財政改革推進計画の策定

・計画の進捗管理

・計画の追加変更等の承認

・年度毎の実績報告の作成

【事務局】

企画財政部行政経営課

【組織】 15人以内

・会長：委員の互選

・委員：学識経験者、市民公募

委員など

【役割】

・行財政改革推進計画への意見

・計画の進捗状況のチェック

・計画の追加変更等のチェック

・年度毎の実績報告のチェック

【事務局】

企画財政部行政経営課

行財政調査会

市 議 会 市 民

意 見

報 告

代表者の参加報 告意 見
公 表

各 部 局

指 示 報 告

【役割】

・具体的な取組みの計画

・取組みの実施

・取組みの評価

・取組みの見直し

計画 実施

見直し 評価

PDCA
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Ⅱ 行財政改革推進計画で推進する具体的な取組み

○具体的な取組み一覧

１ 開かれた市政の推進

ア 行政情報の多元的な提供、情報発信力の強化

シティプロモーションの推進 100周年記念事業推進課 Ｐ14

各種広報媒体を活用した市政情報の発信 広報課 Ｐ15

生涯学習市職員出前講座の充実 文化活動推進課 Ｐ16

広聴活動の拡充 広報課 Ｐ17

公共データの民間開放の推進 情報政策課 Ｐ18

イ 公正の確保と透明性の向上

情報公開制度・個人情報保護制度の適切な運用 総務文書課 Ｐ19

パブリックコメント制度の推進 広報課 Ｐ20

外部監査の有効活用 総務文書課 Ｐ21

物品調達における一般競争入札の導入 契約課 Ｐ22

ウ 市民参加と協働の仕組みづくり

審議会への公募委員の登用率向上、審議会の公開 行政経営課 Ｐ23

ポジティブ・アクションの推進 男女共同参画課 Ｐ24

地域コミュニティ活動の推進 市民協働推進課 Ｐ25

ｅモニター制度の充実 企画課 Ｐ26

２ 成果を重視した行政経営の推進

ア 利便性の高い市民サービスの向上

市民の視点に立った窓口サービスの向上・充実 全課 Ｐ28

公共施設の利便性の向上 全課 Ｐ29

社会保障・税番号制度の適正な運用（導入準備） 個人番号発行センター Ｐ30

個人番号カードの普及促進 個人番号発行センター Ｐ31

税外収入のコンビニ納付拡充 会計課 Ｐ32

イ 事務事業の見直し

福祉総合システムの導入 福祉総務課 Ｐ33

統合情報システムの更新 市民病院医事課 Ｐ34

行政評価システムを活用した行政経営 行政経営課 Ｐ35

業務改善運動の実施 行政経営課 Ｐ36

防犯灯器具取替工事 安全安心課 Ｐ37

ワーク・ライフ・バランス実現に向けた支援の推進 男女共同参画課 Ｐ38

食育推進体制の見直し 健康増進課 Ｐ39

おかざき健康マイレージ事業のシステム化（新規追加） 健康増進課 Ｐ90

地域における保健活動の地区担当制の導入（新規追加） 健康増進課 Ｐ91

地球温暖化対策補助の実施 環境総務課 Ｐ40

水環境創造プランの推進 環境総務課 Ｐ41
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ごみ減量化及びリサイクルの推進と適正処理 ごみ対策課 Ｐ42

地籍調査計画 都市計画課 Ｐ43

みちづくりプランの策定・活用 道路建設課 Ｐ44

高額所得者の明渡し請求事務の強化 住宅課 Ｐ45

退院支援業務の充実 市民病院地域医療連携室 Ｐ46

老朽塩化ビニル管の更新 水道工事課 Ｐ47

学校適正規模検討業務の推進 教育委員会事務局総務課 Ｐ48

ウ 簡素かつ効率的な行政の推進

清掃事業の委託化推進 ごみ対策課 Ｐ49

指定管理者制度の推進 行政経営課 Ｐ50

ＰＦＩ手法の活用（公民連携の推進） 企画課 Ｐ51

外郭団体の見直し 行政経営課 Ｐ52

３ 効率的な執行体制と職員力の向上

ア 組織の効率化

行政課題に即した組織の見直し 人事課 Ｐ54

イ 定員管理の適正化

定員適正化計画の推進 人事課 Ｐ55

ウ 人材の確保と育成

人物本位の採用の強化などによる優秀な人材の確保 人事課 Ｐ56

多様な採用制度の活用 人事課 Ｐ57

成果と育成を重視した人事評価の実施 人事課 Ｐ58

エ 給与の適正化

社会経済情勢の変化を踏まえた給与制度や諸手当の見直し 人事課 Ｐ59

評価と処遇の連動の強化 人事課 Ｐ60

４ 健全な財政運営の推進

ア 計画的な財政運営の推進

指標管理による財政硬直化の抑制 財政課 Ｐ62

基金による年度間の財源調整 財政課 Ｐ63

地方公会計制度に基づく適正な財政運営の推進 財政課 Ｐ64

イ 積極的な財源の確保

市税の滞納の縮減及び抑止 納税課 Ｐ65

市営住宅使用料等の収納率の向上 住宅課 Ｐ66

医療費自己負担金の収納率の向上 市民病院医事課 Ｐ67

岡崎ビジネスサポートセンター（OKa-Biz）の運営 商工労政課 Ｐ68

観光関連事業の推進 観光課 Ｐ69

岡崎市産材の利用促進 林務課 Ｐ70

ウ 受益者負担の適正化
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使用料・手数料の見直し 財政課 Ｐ71

補助金の見直し 財政課 Ｐ72

岡崎駅東土地区画整理施行地区内における占有物の有料化

（新規追加）
市街地整備課 Ｐ92

狭あい道路拡幅整備補助金等の見直し 建築指導課 Ｐ73

エ 地方公営企業、特別会計の健全な運営

病院改革プランの推進 市民病院総務課 Ｐ74

水道ビジョンの推進 上下水道局総務課 Ｐ75

下水道事業経営ビジョンの推進 上下水道局総務課 Ｐ76

特別会計「介護保険」の健全な運営 介護サービス室 Ｐ77

特別会計「国民健康保険事業」の健全な運営 国保年金課 Ｐ78

特別会計「簡易水道事業」の健全な運営 上下水道局総務課 Ｐ79

特別会計「農業集落排水事業」の健全な運営
上下水道局総務課・下水施

設課・下水工事課
Ｐ80

オ 公有財産の効果的・効率的運営

公共施設等総合管理計画の策定 行政経営課 Ｐ81

計画的な公共建築物整備事業の実施 施設保全課 Ｐ82

資産の有効活用 財産管理課 Ｐ83

５ 広域行政の推進

ア 公共施設の共同化と適正配置

消防指令業務の共同運用 消防本部通信指令室 Ｐ86

イ 広域事務処理の拡大

広域事務処理の拡大 企画課 Ｐ87
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○取組みの見方

項目名称 項目の意味

状態 各計画の進捗の状態を「新規」「進行中」「完了」「廃止」で示しています。

計画番号 各計画の管理番号です。

体系 岡崎市行財政改革大綱の５つ柱の中で、どこに位置づけられるかを示しています。

課等の名称 計画を担当する課等の名称です。

計画名 担当課が取組む計画の名称です。

現状・課題 計画の現状や課題、この計画に取組む背景などを記載しています。

実施概要 計画の課題を解決するために、平成27年度以降に取組む具体的な実施内容です。

年度別計画

計画を推進するにあたっての具体的な手段、方法等を年度別に示しています。手段・方法の

内容と期間は、３種類の矢印で示しています。

・実施

・準備

・検討

数値目標
計画の達成状況を客観的に示すため、計画を推進するにあたっての数値目標を設定していま

す。数値目標が設定できない場合は、その理由を記入しています。

財政効果額

（千円）

計画を推進することにより、コスト削減や増収が見込まれる場合は、その内容と金額を記入

しています。財政効果額は、計画に取組まなかった場合に比べて、単年度でどれだけ効果があ

ったかを示しています。事業費や人件費等のコスト削減による効果額には▲をつけています。
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○平成27年度実績報告の総括

S A B C D

13 1 5 6 1 0

ア 行政情報の多元的な提供、情報発信力
の強化

5 1 3 1

イ 公正の確保と透明性の向上 4 1 3

ウ 市民参加と協働の仕組みづくり 4 1 2 1

25 0 7 18 0 0

ア 利便性の高い市民サービスの向上 5 4 1

イ 事務事業の見直し 16 3 13

ウ 簡素かつ効率的な行政の推進 4 4

7 0 0 7 0 0

ア 組織の効率化 1 1

イ 定員管理の適正化 1 1

ウ 人材の確保と育成 3 3

エ 給与の適正化 2 2

22 1 3 16 2 0

ア 計画的な財政運営の推進 3 3

イ 積極的な財源の確保 6 1 1 3 1

ウ 受益者負担の適正化 3 3

エ 地方公営企業、特別会計の健全な運営 7 1 5 1

オ 公有財産の効果的・効率的運営 3 1 2

2 0 0 2 0 0

ア 公共施設の共同化と適正配置 1 1

イ 広域事務処理の拡大 1 1

69 2 15 49 3 0

100% 2.9% 21.7% 71.0% 4.4% 0.0%

S：大幅に計画を上回る A：計画を上回る B：計画どおり C：計画を下回る D：大幅に計画を下回る

合計

評価
項目数改革の柱

２ 成果を重視した行政経営の推進

３ 効率的な執行体制と職員力の向上

４ 健全な財政運営の推進

５ 広域行政の推進

１ 開かれた市政の推進

○財政効果額

（単位：千円）

27 累計

増収額 591,213 591,213

削減額 41,219 41,219

効果額合計 632,432 632,432
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○平成27年度実績報告の見方

項目名称 項目の意味

実施内容 実施概要及び年度別計画に基づいて、平成27年度に取り組んだ内容を記入しています。

達成状況

平成27年度の年度別計画の取組み状況と、数値目標の結果を踏まえて、平成27年度の達成状況を評価し

ています。評価の選択肢一覧及び判断基準は以下のとおりです。なお、財政効果額については評価の判断基準

から除外しています。

○評価の選択肢一覧

Ｓ：大幅に計画を上回る Ａ：計画を上回る Ｂ：計画どおり

Ｃ：計画を下回る Ｄ：大幅に計画を下回る

○評価の判断基準

①数値目標を設定している場合

年度別計画

数値目標

計画を上回る

（期限を前倒し、又は

計画を上回る内容）

計画どおり

（期限、内容ともに

計画どおり）

計画を下回る

（期限より遅れた、又

は計画を下回る内容）

目標を上回る

（目標値に対して

110％以上）

Ｓ Ａ Ｂ

目標どおり

（目標値に対して

90％～110％）

Ａ Ｂ Ｃ

目標を下回る

（目標値に対して

90％以下）

Ｂ Ｃ Ｄ

※複数の数値目標を設定している場合は、それぞれの数値目標の結果をもとに総合的に判断しています。

②数値目標を設定していない場合、又は設定した数値目標での評価が困難な場合

計画を上回る

（期限を前倒し、又は

計画を上回る内容）

計画どおり

（期限、内容ともに

計画どおり）

計画を下回る

（期限より遅れた、又は

計画を下回る内容）

年度別計画 Ａ Ｂ Ｃ

次年度（平成28年

度）の取組み内容
平成27年度の結果と年度別計画を踏まえて、平成28年度に取り組む内容を記入しています。
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１ 開かれた市政の推進
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ア 行政情報の多元的な提供、情報発信力の強化

状態

計画番号 1 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

A

進行中

本市の所有する歴史的、文化的資産などの様々な資産を現代の価値へと進化させる「資産の現代価値化」を中心に、岡崎城・

岡崎公園から乙川河川敷一帯を、岡崎を象徴する資産として明確化する「岡崎の顔づくり」及び住みやすさや地域の自慢などを
再確認し、地域への誇りや愛着の醸成を図る「地域愛の醸成」の３つを核に、本市の魅力向上を図る。また、市民による主体的

な発信活動の土壌づくりと本市の魅力が内外に拡散する仕掛けづくりにより、効果的に魅力情報を発信していく。

シティプロモーションの推進には、市民による自発的な活動が必要であるため、市民にシティプロモーション活動について認

知・理解してもらうための活動を行う。同時に、市民のシティプロモーション活動を支援していく。

年度別計画

ホームページの公開

効果

ア 行政情報の多元的な提供、情報発信力の強化

現状・課題

古くから地域の中心都市として発展してきた本市も、人口増加率の低下、生産年齢人口の減少、商業の停滞等、大きな転換期

を迎えており、右肩上がりの成長を支えてきた社会条件を今後も前提とすることは困難な状況となっている。将来にわたり市が

活力を維持し、持続的に発展するためには、定住人口・交流人口ともに、人が集まる都市となることが重要であり、そのために

は、魅力づくりを推進し、それを市内外に発信していくシティプロモーションの推進が必要である。

実施概要

(1)開かれた市政の推進

100周年記念事業推進課課等の名称シティプロモーションの推進

市内外の多くの人から認められ、選ばれる都市となり、本市の活力の維持、持続的な発展へ繋がっていく。

市民の活動推進・支援・紹介

シティドレッシング
※屋外広告やバナー・フラッグ等街をシ

ンボルマーク等で装飾する取組み

ＰＲキャラバン

数値目標

数値目標が設定できない理由
シティプロモーションの効果は短期間で表れるものでなく、また、様々な要因が影響す

るものであるため、ただちに数値等により判断することが難しい。

次年度（平成28年度）の取組み内容

平成26年度に策定したシティプロモーションアクションプランに基づき、100周年記念事業を中心とした魅力向上を行ってい
く。また民間組織と連携し、市民による主体的な発信活動の土壌づくりを行っていく。その他、パブリシティを今年度以上に積

極的に行い、市内外に本市魅力情報の拡散を図る。

平成27年度実績報告

実施内容

本市の魅力情報の発信を目的として、７月にシティプロモーションホームページを公開した。本市の魅力となりうる市民の活
動やイベント情報の収集、編集を行い、随時、ホームページに掲載・発信した。また、主にイベント情報について雑誌等へのパ

ブリシティ（情報掲載の働きかけ）を行い、情報の拡散を図った。

その他市民に本市の魅力を認知してもらうため、魅力情報を掲載したリーフレットを作成し、市内転入者を中心に配布したほ

か、シティドレッシングの一環として、東岡崎駅前にシティプロモーションに係る屋外看板を設置した。

平成27年度の達成状況

評価

計画を上回る

ホームページの公開及び市民の活動推進・支援・紹介については計画通り実施した。シ

ティドレッシングは計画を前倒しし、平成27年度後半から実施した。

また、ＰＲキャラバンについても計画を前倒しし、岡崎応援キャラクター隊活動をＰＲ

キャラバンとして、平成27年度から実施した。
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状態

計画番号 2 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 8,500 9,000 9,500 10,000 10,500 11,000

実績 9,527

A

リスナーアンケート

市民の市政参加意欲の向上

数値目標

効果

多様な情報発信手段を確保・周知することで個人の実情に合った情報取得手段を選択できるようになり、平時はもちろん災害

等の緊急時にも効率的・効果的な情報拡散が期待できる。

ホームページ総アクセス件数

（千件）

次年度も、市政情報の効果的な発信のため、市民ニーズの把握と番組内容の充実に取り組む。

また、引き続き各種メディアを活用し、効率的かつ効果的な情報提供を行う。

平成27年度実績報告

実施内容

・ケーブルテレビについては、「視聴動向調査」を4月に実施。調査結果から視聴者のニーズの把握を図るとともに、効果的な情

報発信と番組内容の充実について検討を行った。

・ラジオについては、7～9月に「リスナーアンケート」を実施。平成26年度に実施した放送時間、番組内容の変更に対するリ

スナーの声を分析し、効果的な情報発信と番組内容の充実について検討を行った。

・広報紙、ホームページ、ＳＮＳ、ケーブルテレビ、ＦＭコミュニティラジオなど各種メディアを活用し、効率かつ効果的な情
報提供を進めた。

平成27年度の達成状況

進行中

評価 年度計画のとおり、視聴動向調査やアンケートから市民ニーズの把握と番組内容の改編
を行うことで、市政情報の効果的な発信に取り組んだ。また、広報紙、ホームページ、Ｓ

ＮＳ、ケーブルテレビ、ＦＭコミュニティラジオなど各種メディアを活用し、効率的かつ

効果的な情報提供に努めた。

数値目標であるホームページ総アクセス件数については、目標を上回ることができた。

計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

視聴動向調査

(1)開かれた市政の推進 ア 行政情報の多元的な提供、情報発信力の強化

各種広報媒体を活用した市政情報の発信 課等の名称 広報課

現状・課題

現在、市民への情報提供は広報紙、ホームページ、SNS、ケーブルテレビ、FMコミュニティーラジオなどの多様な広報媒体

を活用している。

情報を受ける市民の視点に立ち、発信する情報の内容を再点検し、効率的・効果的な情報を提供する必要がある。

※SNS：ユーチューブ、フェイスブック、ツイッター等のソーシャル・ネットワーキング・サービス

実施概要

・ケーブルテレビにおいては「視聴動向調査」を実施し、視聴者の意見を伺いながら番組改編を行い、効果的な情報提供を図
る。

・FMコミュニティーラジオにおいては、「リスナーアンケート」を実施し、リスナーの意見を伺いながら番組改変を行い、効果

的な情報提供を図る。

・広報紙、ホームページ、SNS、ケーブルテレビ、ＦＭコミュニティーラジオなどを活用した、効率的かつ効果的な情報提供を

積極的に進めることで、開かれた市政と市民との協働（理解と信頼）を進める。

年度別計画
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状態

計画番号 3 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 70 71 72 73 74 75

実績 77

計画 200 200 220 220 240 240

実績 231

A

進行中

評価

岡崎市紹介講座の内容を、市民の関心の高い健康をテーマに設定したため、目標よりも
多くの参加者を得ることができた。出前講座実施講座メニュー数も、登録メニュー数が増

えたこともあり、計画どおり達成できた。計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

(1)開かれた市政の推進 ア 行政情報の多元的な提供、情報発信力の強化

生涯学習市職員出前講座の充実 課等の名称 文化活動推進課

岡崎市紹介講座・募集型出前講座の
延べ参加者数（人）

効果

個人でも受講申込できる講座を増やすことにより、市民の生涯学習意欲を高め、もって地域社会の課題解決に貢献できる人材
を育成することができる。

出前講座実施講座メニュー数（メ

ニュー）

現状・課題

市では生涯学習の一環として、市民等で構成している団体が主催する集会等に市役所の職員が講師として出席し、市政への理

解及びまちづくりへの参加意識を高めるため、出前講座を実施している。

出前講座は、団体・グループで申し込むことができ、平成25年度は登録127講座中、69講座が実施され、延べ開催回数は

393回、参加者数は20,778人である。

出前講座を個人で申し込むことはできないが、平成24年度からは、その出前講座を活用した個人で申し込むことのできる岡崎
市紹介講座を開催し、参加者数は着実に増加しており、平成25年度の延べ参加者は160人である。

受講者は高齢者の比率が高く、幅広い年齢層に受講してもらう取組みが課題である。

従来通り出前講座を開催していく。また、岡崎市紹介講座についても、平成27年度と同様、りぶらにおいて１回は転入者向

け、もう１回は別テーマで開催するとともに、市民センターを会場とした募集型の出前講座も１センターで開催していく。

平成27年度実績報告

実施内容

出前講座登録メニュー数は26年度より6講座増え、139講座となった。

例年、年に２回・６メニューで主に転入者向けの内容で開催してきた「岡崎市紹介講座」について、平成27年度は第１回を健

康をテーマにした内容で10月に実施し、３月の第２回は、例年どおり、転入者向けの内容で実施した。

平成27年度の達成状況

市民センター等における募集型出前

講座の開催

数値目標

実施概要

多くの講座を登録し、広い選択肢の中から受講講座を選ぶことができるようにして、行政情報の多元的な提供に寄与する。

岡崎市を紹介する講座を充実させ、市民の岡崎市に対する理解度を増加させるともに、新たな形態として、市民センター等に

おいて、若年層向け、親子向け等ターゲットを絞った形の個人で申し込むことのできる出前講座の実施について検討を進め、岡

崎市紹介講座も含めた形で実施し、生涯学習の裾野拡大を図る。

年度別計画

出前講座の開催

出前講座を活用した岡崎市紹介講座

の開催
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状態

計画番号 4 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 900 920 940 960 980 1,000

実績 615

B

進行中

平成27年度の達成状況

(1)開かれた市政の推進 ア 行政情報の多元的な提供、情報発信力の強化

広聴活動の拡充 課等の名称 広報課

効果

市民の声が施策や事業に反映されると認識されることにより、市民の市政への信頼と参画意識が高まる。
市民が市の業務の実態を理解することにより、市政を身近に感じ、信頼感を持つようになる。

市民の声件数（件）

現状・課題

電話・Ｅメール・文書・目安箱への投函などの手段により寄せられる市民の声を、問合せ支援システムにより一元管理し、多

くの意見の中から市民ニーズを把握し、市政に反映させている。

また、市長が市民と直接対面して、様々な要望や課題等と、市が進める各種施策等について意見交換をし、市政運営に役立て

ている。

今後も、広報手段のさらなる充実を図るため、市民の意見・要望・提言の聴収に努める。

実施概要

次年度（平成28年度）の取組み内容

次年度においても、引き続きより多くの市民の声を把握し、関連部署との情報共有を図るとともに、市政に反映させていく。

また、各種団体を対象とした、市長が市民と語る対話集会を８回実施する予定である。

広聴手法のさらなる充実を検討し、市民の意見・要望・提言の聴収に努め、できることから市政運営に反映していく。

年度別計画

市民の意見・要望・提言の聴収

数値目標

評価
想定していた件数よりも実績は下回ったものの、市民から寄せられる市民の声を一元管

理し、市民ニーズの把握や情報共有に努めることができた。
市長が市民と直接対面して意見交換をする市民対話集会を、各種団体を対象として実施

し、平成27年度は計画どおり10回実施することができた。
計画どおり

平成27年度実績報告

実施内容

電話・Ｅメール・文書・目安箱への投函などの手段により寄せられる市民の声を、システムで一元管理し、多くの意見の中か

ら市民ニーズを把握するとともに、関連部署との情報共有を図った。

また、市長が市民と直接対面して、様々な要望や課題、市が進める各種施策等について意見交換をし、市政運営に役立てるこ

とを目的とした「市民対話集会」を各種団体を対象に実施した。
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状態

計画番号 5 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 0 3 5 8 10 15

実績 30

S

民間開放の課題及びニーズの調査・

研究

庁内各課へ公共データの提供依頼・

提供準備

公共データの民間開放

数値目標

次年度（平成28年度）の取組み内容

実施内容

公共データの公開にあたり、試行版として８月から企画財政部で保有している公共データの一部を用いて公開を始めた。試行
版を通じ、公開にあたり問題となる事項等の調査・改善を行った上で、12月から本番公開を開始した。

課題及びニーズの調査・研究は、愛知県及び県内各市町村（名古屋市を除く）で構成する「あいち電子自治体推進協議会」に

おいて共同研究事業化されるよう活動したことで、平成27年度共同研究事業に採用され、単市で実施するよりも効果的・効率的

に調査・研究を行うことができた。

平成27年度の達成状況

評価
年度別計画を前倒し、８月から試行版を公開し、12月からは本番公開を開始した。

提供データ数は部内・部外を問わず理解が得られたことから想定以上の件数を公開する
ことができた。課題及びニーズの調査・研究は、あいち電子自治体推進協議会で共同研究

事業として行うことで、単市で実施するよりも効果的・効率的に行えた。
大幅に計画を上回る

進行中

次年度は、各課へ公共データの提供の呼びかけ及び提供数の拡大を図ることに引き続き取り組んでいく。

(1)開かれた市政の推進 ア 行政情報の多元的な提供、情報発信力の強化

公共データの民間開放の推進 課等の名称 情報政策課

効果

公共データの二次利用によって、行政の透明性や信頼性の向上、革新的な新産業・新サービスの創出及び全産業の成長を促進

する効果が期待でき、それが市民サービスの向上につながると考えられる。

公共データの提供数（件）

現状・課題

公共データの民間開放（オープンデータ）について、平成25年６月に閣議決定された「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」に公共

データの民間開放の推進がうたわれている。地方自治体等が保有する公共データの活用等への期待は高まりつつあるが、国によ

るガイドラインなどの整備等もこれから進められる状況であり、地方自治体等での公共データの民間開放は進んでいない。

※公共データの民間開放：国や地方公共団体が保有する地図情報などの公共データを二次利用可能な形で民間に開放すること

で、透明性・信頼性の向上、経済活性化などを目指す取組み

実施概要

公共データの民間開放に向けての課題や、どのような公共データを民間が必要としているかを調査・研究するとともに、国の
動向並びに先進自治体の推進状況を参考とし、準備を行う。

これらの結果をもとに、各課へ公共データの提供の呼びかけを行うとともに、提供数の拡大を図っていく。

年度別計画

平成27年度実績報告
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イ 公正の確保と透明性の向上

状態

計画番号 6 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価
職員研修会を開催することにより、通常の個人情報よりも厳格に取り扱わなければなら

ない特定個人情報について、理解の向上が図られた。

岡崎市情報公開・個人情報保護審査会については、諮問を４件行い、公正かつ適切な答

申を受けた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

(1)開かれた市政の推進 イ 公正の確保と透明性の向上

情報公開制度・個人情報保護制度の適切な運用 課等の名称 総務文書課

現状・課題

情報公開制度は、市民の知る権利を尊重し、公文書の開示について定めたもので、個人情報保護制度は、個人情報の適正な取

扱い及び市が保有する個人情報の開示請求について定めたものである。両制度とも、市行政の公正の確保と透明性の向上を図

り、市民に対する説明責任を果たす上で重要な制度であり、岡崎市情報公開条例及び岡崎市個人情報保護条例に基づき適正な運

用に努めてきたところである。
公文書開示請求件数は年々増加し、その内容は多様化してきており、今後とも、個々の案件に適切な決定を行えるよう、引き

続き制度の適正な運用を図る必要がある。

実施概要

市が保有する公文書の開示請求及び個人情報の開示請求に対して、適正かつ迅速な判断を行っていくため、職員研修会を実施

することにより、制度に対する理解度及び意識の向上を図る。

また、岡崎市情報公開・個人情報保護審査会について、開示決定等に係る不服申立てがあった場合、遅滞なく諮問するなど適

正な運営を図る。

年度別計画

研修により、個人情報の適正な取扱い及び開示請求についての職員の理解度及び意識が向上することにより、個人の権利利益

の保護及び開示請求に対する迅速で適切な判断を行うことができるようになり、市民サービスの向上につながると考えられる。

情報公開・個人情報保護審査会において、不服申立てに対する諮問について遅滞なく、適切に運営することにより、市政に対

する市民の理解と信頼を深めることができる。

前年度に引き続き、研修会を開催し、個人情報の適正な取扱い及び開示請求についての職員の理解度・意識の向上に取り組ん

でいく。

岡崎市情報公開・個人情報保護審査会において、開示決定等に係る審査請求があった場合、遅滞なく諮問するなど、引き続き

適切に事務運営する。

平成27年度実績報告

実施内容

・職員研修会については、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の施行に伴う、岡崎市

個人情報保護条例の改正内容及び特定個人情報の取扱いについての研修会を開催（平成27年12月24日開催、参加者61名）
し、個人番号を含む特定個人情報の取扱いについて、重点を置いて説明した。

・岡崎市情報公開・個人情報保護審査会については、同一人物からの複数の異議申立て１件、特定個人情報保護評価書（全項目

評価書）の第三者点検２件及び行政不服審査法の全部改正に伴う情報公開・個人情報保護に関する不服申立制度の対応に係る諮

問を行い、答申を受けた。

平成27年度の達成状況

効果

数値目標

情報公開制度の職員理解度向上のた

めの研修会開催

情報公開・個人情報保護審査会開催

数値目標が設定できない理由
研修による理解度及び意識の向上並びに情報公開・個人情報保護審査会の適正な開催に

ついては、数値目標になじまない。
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状態

計画番号 7 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 100 100 100 100 100 100

実績 100

B

次年度（平成28年度）の取組み内容

次年度も引き続き、パブリックコメント制度適用となる条例、計画等をもれなく実施し、市民の市政への参画を推進するとと

もに、いただいた意見を検討し、より質の高い政策づくりを目指す。また、さまざまな広報媒体を活用することにより制度周知

に努め、市民のだれもが意見しやすい制度の運用を行う。

適用案件の積極的な広報

(1)開かれた市政の推進

評価 パブリックコメント制度適用となる条例、計画等をもれなく実施しており、実施率は計

画どおり100％となった。

パブリックコメントを実施する際には、市政だよりに掲載し、周知を行うだけでなく、

報道発表を行い、またホームページやＦＡＱ（教えてバンク・よくある質問）に掲載し、
市民への周知を図っている。また、簡易電子申請システムを利用した意見募集も行い、利

便性を高めている。

計画どおり

現状・課題

パブリックコメント制度は、市の意思決定過程における公正性の確保と透明性の向上を図るとともに、市民の市政への参画を

推進し、市民への説明責任を果たすことを目的に、平成16年度から導入している。当初より、市政だよりやホームページ上で意

見募集をするなど広く市民の声を募っているところであるが、よせられる意見数が伸び悩み傾向にある。意見数増を目指し、21

年度には「あいち簡易電子受付サービス」を活用した受付も開始し、受付窓口の多様化を実施した。今後も多くの市民からより
多くの意見をいただける制度運用を行っていく必要がある。

※パブリックコメント制度：市の基本的な政策等の策定にあたり、事前にその内容を公表し、公表したものに対する意見の提出

を受け、提出された意見を考慮して意思決定を行うとともに、提出された意見の概要と市の考え方を公表する一連の手続き

実施概要

パブリックコメント制度適用となる条例、計画等をもれなく実施することにより市民の市政への参画を一層推進する。また、

寄せられる意見数の増加を目指し、さまざまな広報媒体を活用することにより制度周知に努め、市民のだれもが意見しやすい制

度の運用を行う。

年度別計画

平成27年度実績報告

実施内容

パブリックコメント制度適用となる条例、計画等をもれなく実施することにより、市民の市政への参画を推進した。また、寄
せられる意見数の増加を目指し、さまざまな広報媒体を活用することにより制度周知に努め、市民のだれもが意見しやすい制度

の運用を行った。

平成27年度の達成状況

進行中

数値目標

パブリックコメント実施率（％）

効果

様々な意見をいただき検討することで、より質の高い政策づくりを目指す。

イ 公正の確保と透明性の向上

パブリックコメント制度の推進 課等の名称 広報課
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状態

計画番号 8 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 75以上 75以上 75以上 75以上 75以上 75以上

実績 90.2

A

外部監査は、行政の透明性の向上や市民の信頼を高めることを目的として、外部の有識者による監査を実施するもので、本市

では中核市に移行した平成15年度から継続して実施している。

毎年「特定の事件（テーマ）」について監査を受け、その指摘や意見に対して事務の見直しを進めており、是正措置を講じた

ときには、監査委員にその旨を通知することになっている。ただし、翌年度以降に再度措置内容に対する指摘や指導を行う制度

にはなっていないため、長期的な改善の効果が測れないのが実情である。

実施概要

従来、外部監査実施後２年間に限り措置状況の把握を行っていたものを、平成24年度から過去の全ての外部監査に対して追跡

調査を行うこととした。
年１回、引き続きこの追跡調査を行って現状の把握を進めるとともに、未措置案件に対して早期の対応を促していく。また、

他の自治体の実施状況を調査・研究して、措置実施率の向上と措置内容の適正化に向けた適切な事務管理方法を確立し、外部監

査制度がより有効に活用できるようにする。

年度別計画

次年度（平成28年度）の取組み内容

実施内容

過去の全ての被監査部署へ措置状況について調査を行い、未措置項目については措置を講ずるよう促した。

また、全国の中核市が措置率向上に向けて、どのような取組みをしているか等の調査研究を行った。

平成27年度の達成状況

評価

年度別計画のとおり、全国中核市の実施状況の調査を行った。
監査結果報告に基づく措置率については、目標値を上回った。計画を上回る

進行中

次年度は、今年度の調査をもとに、措置率の更なる向上、包括外部監査のより有効的な活用に向けてどのような方策があるの

かを検討していく。また、引き続き過去の被監査部署への未措置項目の早期対応を促していく。

監査実施後の事務管理体制を改善することによって、未措置のまま経過している案件への対応が進められ、行政の透明性及び
信頼度の一層の向上が図られる。

改善実施

外部監査の実施

数値目標

監査結果報告に基づく措置率（意見
を除く）（％）

効果

他自治体事例の調査・研究

(1)開かれた市政の推進 イ 公正の確保と透明性の向上

外部監査の有効活用 課等の名称 総務文書課

現状・課題

平成27年度実績報告
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状態

計画番号 9 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 140 140 140 140 140 140

実績 144

計画 ― ― ― ― ― ―

実績 —

B

進行中

評価

年度別計画のとおり、他自治体の実施状況調査を行い、調査結果を参考に対象品目の検

討及び問題点の把握に取り組んだ。

入札参加者及び庁内各課への周知方法は検討段階である。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

契約事務における透明性の確保と競争性の向上につながると考えられる。

現状・課題

物品調達の入札については、地方自治法施行令により競争入札が求められる予定価格80万円超の案件を、指名競争入札で実施

している。近年、電子調達環境が整ってきたことに伴い、ほとんどの案件を電子入札で行っている。また、予定価格30万円超

80万円以下の物品調達においても、一部品目については電子によるオープンカウンタ（公開見積競争）を行っている。指名競争

入札では予定価格により指名業者の定数があるが、オープンカウンタでは定数がないため、指名競争入札よりも多くの業者が参

加可能である。このような矛盾の解消、競争性の向上及び透明性の確保のため、一般競争入札の導入が必要である。
ただし、オープンカウンタはＩＣカードがなくても参加できるが、電子入札はＩＣカードの取得が必要となるため、未取得の

業者には金銭的負担が発生するなどの課題もあり、業者の理解と協力が不可欠である。

※一般競争入札：入札者を指定せず，一定の条件を満たす者が公告により自由に競争できる入札。

※指名競争入札：入札者を指定して行う入札。

実施概要

契約事務における競争性の向上のため、地方自治法施行令により競争入札が求められる物品調達について、一般競争入札の導

入を図る。

導入に際しては、他自治体の実施状況を調査し、一般競争入札に適した品目の選定、発注基準等の作成、物品調達事務手順の
見直し及び入札参加者への周知を行い実施する。

年度別計画

他自治体の実施状況調査

効果

入札参加者への周知
庁内各課への周知

物品調達で一般競争入札を導入

数値目標

次年度は、引き続き対象品目の検討を進め、問題点の把握を行い課題を整理して、一般競争入札に適した品目の絞り込みに取

り組んでいく。

平成27年度実績報告

実施内容

物品調達における一般競争入札の導入に際し、他自治体の実施状況について調査を実施した。

調査結果を参考に、対象品目の検討に着手し問題点の洗い出しを行った。

平成27年度の達成状況

一般競争入札実施件数については、対象品目等が決定次第数値設定する。

(1)開かれた市政の推進 イ 公正の確保と透明性の向上

物品調達における一般競争入札の導入 課等の名称 契約課

一般競争入札実施件数（件）

発注基準作成、物品調達事務手順の

整備、関係要領の整備

対象品目の検討、問題点の把握

電子入札実施件数（件）

数値目標が設定できない理由



23

ウ 市民参加と協働の仕組みづくり

状態

計画番号 10 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 18.0 18.0 18.5 19.0 19.5 20.0

実績 18.4

計画 100 100 100 100 100 100

実績 68

C

・公募委員の登用率の向上について

現在、72ある附属機関等のうち、公募を実施しているのは26機関である（公募を実施していない機関は個人情報を扱った

り、高度な専門性が求められるなど公募委員の参加を求めにくい性質のものになっている）。

公募を実施している附属機関等の担当課に対して、公募委員の登用数の増加に取組むよう、要請をしていく。
市民に対しては、附属機関等の運営に関心を持っていただき、公募委員に積極的に応募していただけるよう、従来実施してい

る市政だよりへの掲載や報道発表のほかに、ホームページでも呼びかけるなど、周知方法についても検討する。

・審議会の公開について

会議開催から遅滞なく会議録が公開されるよう、チェック体制を整える。

年度別計画

周知方法の改善

数値目標

公募を実施している附属機関等の委員総

数のうち公募委員の割合（％）

指針、要領等の見直し及びチェック

体制の強化

平成28年度も引き続き公募委員の登用率向上に取り組むとともに、会議録の公開等の事務についても、指針・要領に基づいて

運営がされているか随時チェックを行い、今まで以上に各担当課との連絡を密にすることにより、会議録公開期限の遵守率向上

に取り組む。

平成27年度実績報告

実施内容

公募委員の登用率向上のため、市民が公募委員募集情報により触れやすくなるよう、市ホームページに募集情報を一覧にした

ページを作成し、平成28年度から公開できるよう準備を進めた。

また会議録の公開等の事務についても、指針・要領に基づいて運営がされているか随時チェックを行った。

平成27年度の達成状況

進行中

評価
公募委員の割合については、目標を上回ることができた。

会議録公開期限の遵守率については、概ね１ヶ月を目途に公開するよう定期的に指導を

続けたが、機関によっては全委員の署名をもらってから公開するよう手続が定められてお
り、公開まで時間がかかるものもあり、目標を下回った。

計画を下回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

(1)開かれた市政の推進 ウ 市民参加と協働の仕組みづくり

審議会への公募委員の登用率向上、審議会の公開 課等の名称 行政経営課

会議録公開期限の遵守率（％）

効果

この計画に取組むことで、今まで以上に市政への市民参画の促進、公正で透明な開かれた市政の実現、附属機関等の運営手続

の適正維持が図られる。

現状・課題

本市では「附属機関」及び「附属機関に準ずる機関」において、市民の行政への参画意識の高揚を図るとともに、市民の意見

を行政に反映させるため、積極的に委員の公募を行うよう努めている。

「岡崎市附属機関等の設置及び運営に関する指針」において、委員を公募する場合は、実数の20％以上となるよう目標を定め

ているが、平成25年度の実績値は17.2％と、現状は目標に達していないため、引き続き公募委員の登用率向上に取組んでいく

必要がある。
また、附属機関等の運営の透明性を確保するとともに、市民に対して積極的な情報公開を行うため、会議及び会議録につい

て、岡崎市情報公開条例に基づく非開示情報を除き公開することとしているが、会議録の公開に時間がかかる場合があるなど、

会議運営に関する手続についても改善する必要がある。

※附属機関：法律又は条例の定めるところにより、執行機関（市長、教育委員会など）の内部部局のほかに、行政執行の前提と
なる調査、調停、審査等を行うために市が設置する審議会等の合議制の機関のこと。

※附属機関に準ずる機関：要綱の定めるところにより、学識経験者、市民等の意見を求め、これを行政に反映させることを主な

目的として設置する機関のこと。

実施概要
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状態

計画番号 11 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 25.0 28.0 32.0 35.0 36.5 37.5

実績 25.6

B

進行中

評価

年度別計画の通り、女性委員登用状況を作成、委員改選時の担当課への聞取り等を実施

している。数値目標である女性委員登用率の割合は、年度別目標値は達成できている。次

年度目標値達成に向け、引き続き担当課への聞取り等に取り組む。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

委員改選時の聞取り

(1)開かれた市政の推進 ウ 市民参加と協働の仕組みづくり

ポジティブ・アクションの推進 課等の名称 男女共同参画課

現状・課題

男女共同参画社会の実現のために岡崎市男女共同参画推進条例において、「男女が社会の対等な構成員として、あらゆる分野

において方針の決定、計画立案等に共同して参画する機会が確保されること」と規定されている。しかし、本市における審議会

等への女性の参画は徐々に増加はしているものの、新ウィズプランおかざき２１（第3次岡崎市男女共同参画基本計画）におい

て、審議会等の女性委員比率の目標値を平成27年度末までに35％と設定しているが、女性委員がいない審議会もあり、平成2６
年４月１日時点の実績値は24.0%と、達成に至っていない。また、新たに様々な社会分野における女性の指導的地位の占める割

合を高めていく必要が生じている。

実施概要

男女共同参画社会の実現に向け、実質的な機会均等を実現することを目的として講じるポジティブ・アクションを行政分野に
おいて推進し、女性を始めとする多様な人々（年齢、国籍など外見でわかる属性の他に能力、価値観、発想等の異なった人々）

が参加する機会を確保することを推進するとともに、バランスのとれた質の高い行政サービスを実現し、社会のあらゆる分野に

おいて、指導的地位に女性の占める割合を高めていく。

※ポジティブ・アクション：様々な分野において、固定的な役割分担意識などで生じた男女間の格差を改善するため、必要な範

囲内で、男女のいずれかの一方に対し、活動に参画する機会を積極的に提供すること(積極的改善措置)。

年度別計画

次年度は、男女共同参画研修受講修了者以外の人材リスト作成に取り組んでいく。

審議会委員改選時の担当課への聞取りについて、引き続き取り組んでいく。

平成27年度実績報告

実施内容

審議会等における女性委員の登用率向上への対策として、委員改選時に男女共同参画課（平成27年度は文化活動推進課）と協

議をすることを各課に周知徹底した。また、男女共同参画研修受講修了者を女性委員候補者としてリストを作成し、公募委員へ

の応募案内を開始した。

平成27年度の達成状況

審議会等の政策・方針決定の場への女性の参加により、性別に偏りのない多様な意見やニーズを反映させることが出来る。ま
た、男女の意見を反映させることにより、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく制度や慣習が排除され、男女共同参

画社会が実現される。

女性委員登用の状況作成

女性委員人材バンクの作成

数値目標

女性委員登用率（％）

効果
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状態

計画番号 12 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 47 47 47 47 47 47

実績 47

計画 37 39 41 43 45 47

実績 45

A

進行中

評価
年度別計画のとおり、学区等の地域要望について、地域と行政関係部署との連絡調整を

実施した。総代との連絡調整、回覧すべき内容の精査などを日々実施した。地域コミュニ
ティ活動拠点である地区集会施設整備のための補助金の交付は予定通り進んでいるほか、

学区市民ホームの各修繕を実施し、地域活動を支援した。地域協働推進事業費補助金制度

事業提案学区数については、年度別計画を前倒しした実績となった。

計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

(1)開かれた市政の推進 ウ 市民参加と協働の仕組みづくり

地域コミュニティ活動の推進 課等の名称 市民協働推進課

効果

町内会を中心とする地域コミュニティ組織の活動を支援することにより、地域が自主的に進めるべき地域コミュニティ活動が
活性化し、地域課題の解決に結びつくことが期待できる。

現状・課題

本市における町内会加入率は、９割前後と高い水準にあり、身近な地域活動が活発に行われていると言え、町内会を中心とす

る地域コミュニティ組織と行政との協働により、ごみの減量化や美化活動、地域防災、福祉など地域課題の解決に向けた活動が

活発に行われてきた。

しかし、近年の少子高齢化による地域的な居住人口の偏在や社会構造の変化に伴って、中心市街地の空洞化が生じたり、一部

地域で担い手が減少するなど、町内会の負担が増大しており、地域が自主的に進めるべき地域コミュニティ活動が活性化するよ
う、側面的支援を行う必要がある。

※地域コミュニティ：地域社会における暮らしを向上させるために組織された住民を構成員とする共同体。現在、集落に町内

会、小学校区に学区総代会や学区社会教育委員会等を組織化

実施概要

まちづくりの中心的な協働相手となっている町内会を支援し、町内会との協働関係の向上を図る。町総代の事務負担の軽減に

取組むとともに、市内の各地域自治拠点である岡崎地域など８地域の支所機能をさらに強化し、地域の課題解決のために地域コ
ミュニティ組織が自主的に行う地域コミュニティ活動を支援する。

具体的には、７支所及び市民協働推進課が学区等の地域要望について地域と行政関係部署との連絡調整、総代業務の負担軽

減、物的・金銭的な側面支援、地域との情報交換、地域コミュニティ施設（地区集会施設、学区市民ホーム）の整備・運営など

の学区総代会や町内会への地域コミュニティ活動支援を実施する。

地域が自主的に進めるべき地域コミュニティ活動が活性化するよう、地域と行政関係部署との連絡調整、総代業務の負担軽

減、地域協働推進事業費補助金制度の実施、地域コミュニティ施設の整備・運営を引き続き実施していく。

平成27年度実績報告

実施内容

地域連絡調整会議及び地域活動支援調整会議を適宜実施した。住民に周知する回覧内容の精査や関係部署との連絡調整など総

代の事務負担の軽減に取り組んだ。地区集会施設整備のための補助金交付や学区市民ホームの整備の実施、学区市民ホーム運営

委員会連絡会議を行い地域、コミュニティ活動拠点に対する支援を実施した。地域課題を支援するため、各学区総代会等からの

申請により地域協働推進事業費補助金の交付を実施した。

平成27年度の達成状況

数値目標

地域協働推進事業費補助金制度事業

提案学区数（学区）

地域コミュニティ活動支援を行う学

区数（学区）

年度別計画

学区等の地域要望について地域と行

政関係部署との連絡調整

総代業務の負担軽減

地域協働推進事業費補助金制度の実

施（３年ごとに見直し）

地域コミュニティ施設の整備・運営
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状態

計画番号 13 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 500 700 900 1,100 1,300 1,500

実績 460

B

ｅモニター制度の登録者が増え、制度が充実することで、市民の意見が市政に反映されやすくなり、開かれた市政の推進が図

られるとともに、市政に対する市民満足度が向上すると考えられる。

モニターへ特典提供の検討

数値目標

登録者数（人）

効果

特典についてさらに周知を行い、登録者の増加を図る。

平成27年度実績報告

実施内容

ｅモニター制度の登録者の増加およびアンケート回答者の増加を図るため、アンケート回答者に対し特典提供の検討をし、岡

崎まぜめん参加店で使用できるクーポンメールの配信を行った。

平成27年度の達成状況

進行中

評価

ｅモニター制度の登録者数は、数値目標を概ね達成することができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

制度の積極的な広報

(1)開かれた市政の推進 ウ 市民参加と協働の仕組みづくり

ｅモニター制度の充実 課等の名称 企画課

現状・課題

市では平成26年度から「eモニター制度」を開始し、登録していただいた市民の方に市政についてのアンケートに答えていた

だき、市政運営に反映させている。

今後、市民の声を市政に反映させ、より開かれた市政の推進を図るため、モニター登録者（平成27年１月現在の登録者数：

446名）を増やし制度をますます充実したものにする必要がある。

※eモニター制度：市民の方に「おかざきｅモニター」として登録いただき、手持ちのパソコンや携帯電話から電子メールとイン

ターネットを利用して、市からのアンケート調査に答えていただく制度。市民の意見を広くお聴きし、市政運営の参考とするこ

とを目的としている。

実施概要

モニター登録者を増やすため、以下の取組みを実施する。

・制度の積極的な広報

・モニターへの特典提供について、他市の事例等を参考に検討する。

年度別計画
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２ 成果を重視した行政経営の推進
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ア 利便性の高い市民サービスの向上

状態

計画番号 14 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 5 5 5 5 5 5

実績 11

A

進行中

次年度（平成28年度）の取組み内容

平成28年度も引き続き、業務改善運動や職員提案制度を通じた窓口サービスの向上・充実に取り組む。

本市では、これまでも窓口サービスの向上・充実にむけて様々な取組みを行っており、東庁舎における証明窓口・税関係部署

の集約、休日届出窓口の開設などを実施してきた。

今後も引き続き、市民の視点に立った利便性の高いサービスを提供するため、窓口サービスの向上・充実に取組んでいく必要

がある。

実施概要

業務改善運動や職員提案制度を活用し、具体的な改善事例の共有と職員からの自発的な提案を取り入れながら、市役所全体で

窓口サービスの向上・充実に取組む。

（窓口サービス向上・充実の具体例）
・研修等による職員の接遇力の向上

・県からの権限移譲による窓口サービスの充実

・待ち時間の短縮

・レイアウトや案内表示等の改善による動線の効率化 など

年度別計画

評価

年度別計画のとおり、市役所全体で窓口サービスの向上・充実に取り組むことができ

た。具体的な事例については、業務改善運動や職員提案制度を通して目標を上回る11件

が確認できた。計画を上回る

平成27年度実績報告

実施内容

今年度は業務改善運動や職員提案制度を通じた窓口サービスの向上・充実に取り組み、市民の方が多く訪れる本庁舎窓口への

杖ホルダー設置や、管理職を対象とした接遇研修等を実施した。

平成27年度の達成状況

数値目標

窓口サービス向上・充実につながっ

た具体的な事例（件）

効果

窓口サービスが向上・充実することにより、市民の視点に立った利便性の高い市民サービスが実現できる。

市役所全体での窓口サービス向上・

充実への取組み

(2)成果を重視した行政経営の推進 ア 利便性の高い市民サービスの向上

市民の視点に立った窓口サービスの向上・充実 課等の名称 全課

現状・課題
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状態

計画番号 15 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 5 5 5 5 5 5

実績 8

A

進行中

次年度（平成28年度）の取組み内容

平成28年度も引き続き、業務改善運動や職員提案制度を通じた公共施設の利便性向上に取り組む。

本市では、これまでも公共施設の利便性の向上に向けて様々な取組みをしており、本庁舎における公衆無線LANサービスの開

始、本庁舎へのコンビニエンスストアの出店、美術系３施設共通年間パスポートの導入などを実施してきた。

今後も引き続き、市民の視点に立った利便性の高いサービスを提供するため、公共施設の利便性の向上に取組んでいく必要が

ある。

実施概要

業務改善運動や職員提案制度を活用し、具体的な改善事例の共有と職員からの自発的な提案を取り入れながら、市役所全体で

公共施設の利便性の向上に取組む。
（公共施設の利便性向上の具体例）

・施設予約等のシステム改善

・バリアフリー化、ユニバーサルデザイン化

・施設内のレイアウト、案内表示等の改善 など

年度別計画

評価

年度別計画のとおり、市役所全体で公共施設の利便性向上に取り組むことができた。具
体的な事例については、業務改善運動等を通して目標を上回る８件が確認できた。計画を上回る

平成27年度実績報告

実施内容

今年度は図書館交流プラザ内に無料Wi-Fiスポットを開設、岡崎公園内にご当地Wi-Fi「OKAZAKI Free Wi-Fi」を整備、ＪＲ

岡崎駅に観光案内所を開設したほか、業務改善運動や職員提案制度を通じて公共施設の利便性向上に取り組んだ。

平成27年度の達成状況

公共施設の利便性が向上することにより、市民の視点に立った利便性の高い市民サービスが実現できる。

数値目標

公共施設の利便性向上につながった

具体的な事例（件）

効果

市役所全体での公共施設の利便性向

上への取組み

(2)成果を重視した行政経営の推進 ア 利便性の高い市民サービスの向上

公共施設の利便性の向上 課等の名称 全課

現状・課題
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状態

計画番号 16 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画に設定したそれぞれの業務を予定どおり実施できた。

マイナポータルの活用に係る準備については、国からの具体的なシステム等の詳細情報
が出ていないため、引き続き情報収集を行う。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

全庁的な情報共有や調査により準備作業の推進を図り、関係各課が定められた期限までに適正に業務を行うことができる。

市民への番号制度の周知（説明会の

開催等）

番号制度導入庁内検討会議の開催・
運営 (随時)

マイナポータルの活用開始

(H29.1月以降開始予定)

現状・課題

本市では、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」(平成25年法律第27号。以下「番号

法」という。) に基づき導入される番号制度に対応するため、「岡崎市番号制度導入庁内検討会議」を開催・運営し、関連業務影

響度調査、情報の共有、データクレンジング等全庁的な準備作業を進めている。

関係法令の整備等国による制度設計が大幅に遅れているものの、公表される資料に基づき順次市民への周知、体制の整備及び

関係条例整備などを推進し、確実に制度導入に対応していく必要がある。

実施概要

国の動向を注視しつつ、引き続き番号制度導入庁内検討会議を開催・運営し、市民への周知、全庁的な情報共有、職員研修及

び条例整備等適正な制度導入準備を推進していく（平成28年度からは連携テスト等システム対応が主となるため、庁内調整業務

を情報政策部門へ移管予定）。

年度別計画

庁内情報提供、調整業務

数値目標

平成27年10月５日の番号法施行により、社会保障・税番号制度は導入準備段階を終え、平成28年１月からは、各手続きを所

管する各課等においてマイナンバーを利用した事務処理が行われることとなった。
社会保障・税番号制度は、平成29年1月からの稼働を予定するマイナポータルと同7月からの稼働を予定している情報提供

ネットワークへの接続により、市民が利便性を実感することができるものであることから、28年度以降は、組織横断的な情報シ

ステムの導入という見地により取り組めるように内容を見直す。

平成27年度実績報告

実施内容

・番号制度導入庁内検討会議を開催(7月21日出席者：両副市長及び部長）した。

・全庁職員研修を開催（5月11日、講師:弁護士 水町雅子氏、出席者113人)した。
・市民への番号制度の周知のための市民説明会を開催（９月～10月に計９回）した。

・庁内情報提供、調整業務は、関係各課と調整し、個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例制定、特定個人情報の

保護、窓口事務における本人確認等の庁内調整を実施し、国・県からの情報、調査に関する連絡を随時行った。

平成27年度の達成状況

数値目標が設定できない理由 上記年度別計画を実施・完了することを目標としており、数値目標になじまない。

効果

(2)成果を重視した行政経営の推進 ア 利便性の高い市民サービスの向上

社会保障・税番号制度の適正な運用（導入準備） 課等の名称 個人番号発行センター



31

状態

計画番号 17 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 24,000 16,000 14,000 12,000 14,000 10,000

実績 31,000

A

進行中

評価

マイナンバーカードの窓口交付事務が正確かつ迅速に執行できるよう準備を完了し、年

度別計画に設定した業務を計画通り実施することができた。
個人番号カード申請者数は、計画を大きく上回った。計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

個人番号通知カード啓発・調整

（仮称）個人番号発行センター設

置・稼働

(2)成果を重視した行政経営の推進 ア 利便性の高い市民サービスの向上

個人番号カードの普及促進 課等の名称 個人番号発行センター

現状・課題

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」(平成25年法律第27号)の施行により、平成27

年10月から住民登録のある市民全員に対して１人に１つ割り振られる個人番号が記入された通知カードと共に個人番号カードの

申請書が郵送され、平成28年１月からは申請に基づき顔写真付の個人番号カードを交付することが定められた。

これにより、個人番号カードを申請した市民への交付及びカードに格納される電子証明書の発行を専門に継続して対応する体
制（（仮称）個人番号発行センター）を構築し円滑な窓口対応を行うとともに、市民の利便性や行政サービス効率化の向上のた

め、個人番号カードの普及促進を図る必要がある。

実施概要

個人番号カードの交付及び電子証明書発行を専門に対応する組織（（仮称）個人番号発行センター）を構築し次の業務を行
う。

・個人番号カードの市民・事業者への啓発

・個人番号カード交付対応調整

・個人番号カード交付通知書発送

・個人番号カードの交付及び再交付
・個人番号カードのＩＣチップに格納される電子証明書の新規発行、再発行及び更新

・個人番号カードの暗証番号変更及び電子証明書のパスワード変更

・個人番号カードを活用する証明書コンビニ交付等独自利用の検討・推進

マイナンバーカードの交付及び再交付事務については、引き続き正確かつ迅速に行うとともに、カード普及のため、やむをえ
ない事情でカード受取りが困難な方を対象とする多様な申請受付による交付の実施を検討していく。

また、証明書コンビニ交付は、平成28年秋の稼働を目標に導入準備を完了する。

平成27年度実績報告

実施内容

・個人番号発行センターは平成27年10月1日付けで西庁舎地下1階に設置・稼働することができた。

・家康公四百年祭会場や個人番号発行センターにカード申請用写真機を設置してマイナンバーカードの普及・啓発を行った。

・平成28年1月からのマイナンバーカード交付に備えて事務機器等の配置と業務マニュアル作成を行った。

・証明書コンビニ交付の導入は、プロポーザル方式によりシステム開発業者の選定が完了している。

平成27年度の達成状況

個人番号カードの普及は、写真付の本人確認書類としての利用のみならず、電子証明書が予め格納されるため、国が構築する

予定のマイナポータル等インターネットを利用する行政サービスの利用推進に直結し、行政サービスの効率化に資するととも

に、民間での利用も可能であることから市民の利便性の向上が図られる。

効果

年度別計画

個人番号カード交付・再交付等

証明書コンビニ交付の導入

数値目標

個人番号カード申請者数（人）
※交付方法等国の方針決定により目標数

値の変更あり
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状態

計画番号 18 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

A

進行中

評価

年度別計画を前倒しして事務を進めたことにより、平成31年度導入の当初予定が１年

繰り上がり、平成30年度導入の見込みである。計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

コンビニ収納の実現により納付時間・納付場所が拡大され、利便性の高い市民サービスが実現される。

数値目標が設定できない理由
コンビニ収納できる科目追加と現行運用の見直しを図る過程のイベント段階であるた

め。

税外担当課説明用資料作成

タイムスケジュール

税外担当課と調整（29年提案 30

年入札 31年導入）

数値目標

効果

市税・保険料の次期コンビニ収納代

行会社の選定

(2)成果を重視した行政経営の推進 ア 利便性の高い市民サービスの向上

税外収入のコンビニ納付拡充

・平成29年度に次期収納代行業者選定を想定し、システム改修等の予算措置（債務負担含む）を行う。

・新規コンビニ収納科目の確定（平成30年度から導入する税外科目の確定）

・導入イベントの確認（導入対象の納付書範囲の確定、コンビニテスト、収納データの受信体制、データ取込等）

・納付書様式の確定

平成27年度実績報告

実施内容

・平成27年７月に税外収入担当課へコンビニ収納の概略及び概要スケジュールを説明し、平成28年までに導入可否を検討する

よう依頼した。

・平成27年８月に全国中核市に税外収入のコンビニ収納導入状況を照会し、導入状況を把握した。

・既導入科目について次期収納代行業者選定に向け、岡崎市コンビニ収納取扱仕様書の作成に着手した。

平成27年度の達成状況

税外収入のコンビニ収納を導入するに際し、担当課が課単独で対応していくと、かなりの労力を要することが明白である。

会計課が参画することで、担当課の業務範囲を担当課でないと対処できない業務に特化させ、円滑なコンビニ収納導入を図る。

具体的には会計課が、導入までのスケジュール提示、収納公金管理及び納付書印字等必要事項のプレゼン、収納代行会社の入札
及び契約など外部環境整備に関して導入準備時から担当し、担当課においては、会計課の指示に従い所管の管理システム改修、

収納データ管理業務を主に担当する分業体制で執り進める。

一方収納代行会社側から見れば、税外収入単独の導入規模では利益が見込めず、結果として手数料単価の高額化を招くことが

予測される。この業務のトータルコストは、手数料の契約単価に取扱従量を乗じたものと固定の基本料金との和で算出される

が、取扱従量は行政側で調整できないため、手数料単価に左右される。いくらコンビニ収納できる科目が増えたといえ単価の高
額化は許されない。

今後の運用・展開については、27年以降の税総合システム、税外収入システム等ハード面の外的環境の更新、従来の運用見直

し（市税・保険料コンビニ用納付書の有効期限見直し）、及びコンビニに次ぐ新しい納付方法であるモバイルレジ（携帯電話等

を利用した納付方法）やマルチペイメント（ATM、インターネットバンキング等を利用した納付方法）等の普及状況等、多角的

に考察・検討していく。平成30年度を目途に税外コンビニ導入時期と税・保険料に係る次期の収納代行会社入札時期を同期に
し、市全体のスケールメリットを最大限にすることで、市が支払うコストを左右する手数料単価が最小になるよう執り進める。

年度別計画

課等の名称 会計課

現状・課題

税・保険料については、コンビニ収納の導入により納付時間・納付場所の拡大が市民に認識され、今やそのサービス・利便性

は不可欠なものとなり、納付手段の一つとして完全に市民権を得たと言える。しかしながら税外収入については、納付場所・時

間の拡充が図られていない現状であり、税外収入についても、コンビニ納付できる環境を求める市民ニーズが予測される。一方

収納取扱の事務対価として手数料の負担が生じることから、対象者の多い税外収入（例えば保育料及び住宅使用料）に導入し、
スケールメリットによる手数料単価の抑制が必要である。

また導入からすでに数年経過した税・保険料のコンビニ納付では、収納金をとりまとめる収納代行会社について、業者交替に

伴いシステム改修等の負担が新たに生じるという理由で、本市を含め多くの市町が導入時の業者と引き続き契約している現状で

ある。

実施概要
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イ 事務事業の見直し

状態

計画番号 19 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 50/50

実績 50/50

27 28 29 30 31 32

見込 ▲43,100 ▲14,600 ▲14,600 ▲14,600 ▲14,600

実績 ▲37,198

B

完了

評価

年度別計画のとおり、システムを稼働させることができた。

数値目標である稼働件数も、目標を達成することができた。計画どおり

構築費用・運用保守費用の削減

現状・課題

福祉関係の行政業務では、度重なる制度改正等によってシステムが複雑化しており、ホストコンピューターでの運用保守が困

難となりつつある。またホストコンピューターの保守期限（H28.12）が近づいてきており、現行システムからリプレース（交

換）が必要である。

小規模な業務においては、システム化されておらず、職員が手作業で対応しているため、この負担が増大しているとともに、

社会保障・税番号制度、子ども・子育て支援新制度への対応も求められている。

実施概要

3部9課の50業務を対象として、福祉総合システムを構築する。H25年に業者との契約締結、H26年に設計（一部本稼働）

し、H27年度から本稼働させる。

年度別計画

システム本稼働

数値目標

システムの稼働件数（件）

効果

総合システムとすることで、各業務連携の強化と効率改善効果が期待でき、業務毎の個別導入より構築費用＋運用保守費用（5

年）で約18％の費用削減効果が見込まれる。

平成27年度実績報告

実施内容

3部9課の50業務中、４業務はH26年度中に稼働済であるが、残りの９業務を４月に、37業務を１2月に稼働させた。

平成27年度の達成状況

財政効果額（千円）

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

福祉総合システムの導入 課等の名称 福祉総務課
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状態

計画番号 20 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 20 50 100

実績

B

進行中

評価

年度別計画のとおり事務を進めることができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

数値目標

システム更新の進捗率（％）

効果

最新のシステムに更新し、機能や操作性を向上しスピードアップを図ることにより、患者サービス、診療業務の向上などの効

果が期待できる。

現行システムの保守

次期システムの検討

システム更新

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

統合情報システムの更新 課等の名称

次年度も引き続き、現行システムの保守点検を実施する。

平成27年度実績報告

実施内容

システム保守点検契約のとおり、現行システムの保守点検を実施した。

平成27年度の達成状況

年度別計画

市民病院医事課

現状・課題

平成25年１月稼動の現統合情報システムは、診療業務の迅速化、患者サービスの向上、システムの拡張性の高さを目的に、電

子カルテ、看護支援、医事会計の他、検査等各部門システムと連携する40以上のシステムで構成され導入した。

稼動から７年経過する平成32年１月にはサーバの保守期限が終了し、また平成33年１月にはＷＩＮＤＯＷＳ７がサポート終
了となるため、それまでには更新を行う必要がある。

実施概要

ハードウエアの更新に加え、機能的に古くなっているソフトウエアの更新も行う必要があり、現在のシステムでの改善点、シ

ステムの機器構成、ネットワークレスポンスを含め、操作性、保守性が向上するように検討を行い、ハードウエア、ソフトウエ
アを更新する。
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状態

計画番号 21 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 80以上 80以上 80以上 80以上 80以上 80以上

実績 82.5

B

次年度（平成28年度）の取組み内容

平成28年度も引き続き、行政評価システムを活用した行政経営に取り組む。事務事業評価においては評価基準の統一や、評価

の選択肢の記述を分かりやすいものに改善するなどの取組みを、部の経営方針においては市民の方により分かりやすい内容に改

善するなどの取組みを行う。

実施概要

以下の行政評価システムを活用し、戦略的な行政経営を行う。

・事務事業評価

市の事業について、必要性・効率性・有効性等について評価し、その評価に基づき今後の実施方向性や改善・改革案を検討す

る。事務事業評価の結果は、予算編成や人員管理の判断基準として活用される。

・経営会議
市長・副市長をはじめとした幹部職員により、重要な施策や新規の施策の立案等について審議する。

・経営方針の策定

部の経営者である部長は、部内各課の経営方針を踏まえ、部全体の視点から、展望（目指す姿）・使命を明らかにし、部の経

営において重要と考えられる具体的な方針を集約、整理し「部の経営方針」を策定する。部の経営方針の中ではその年度に取組

む「組織重点目標」が設定され、年度終了後にその取組実績が公表される。

年度別計画

行政評価システムの運用

評価
年度別計画に基づいて、行政評価システムを活用した行政経営を行うことができた。事

務事業評価において「目標を上回る」「目標を概ね達成している」と評価された事業の割

合は82.5％となり、市の多くの事業がそれぞれ目標を達成し、順調に遂行されているこ

とが確認できた。
計画どおり

平成27年度実績報告

実施内容

・事務事業評価

5月から6月にかけて事務事業評価を実施し、そのうち一般型と維持管理型の648業務については、8月に評価結果を公表し

た。

・経営会議

年間４回の経営会議を開催し、組織改正や予算編成方針等の重要課題について審議を行った。
・部の経営方針

５月に部の経営方針を策定し、公表した。

進行中

平成27年度の達成状況

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

行政評価システムを活用した行政経営 課等の名称 行政経営課

数値目標

事務事業評価において「目標を上回る」

「目標を概ね達成している」と評価され

た事業の割合（%）

効果

・事務事業評価の結果、経営会議の審議内容、経営方針及び組織重点目標の取組実績を公表することにより、行政経営の透明性

を高めるとともに、予算がどのように使われ、どのような成果を挙げたのか、市民に対する説明責任を果たすことができる。

・行政評価システムを活用することにより、事業の質の向上、選択と集中が図られ、市民サービスの向上につながる。

・PDCAサイクルを意識し、経営感覚を持って仕事に取組むことにより、職員の意識改革・職員力の向上が図られる。

・行政評価システムの活用により行政資源（ヒト、モノ、カネ）の適正配分が行われ、効果的・効率的な行政経営が図られる。

現状・課題

本市では様々な分野で様々な事業に取組み、市民サービスの向上に努めているが、市の財源・人員は限られているため、すべ

ての事業を無計画に進めることはできない。「最小の経費で最大の効果」を挙げるために、事業の現状を分析・評価し、その結

果を次の計画へフィードバックしていく、いわゆるPDCAサイクル（P=PLAN・計画→D=DO・実施→C=CHECK・評価→

A=ACTION・改善改革）を回しながら、それぞれの事業の質を向上させるとともに、事業の選択と集中を図り、行政資源（ヒ

ト、モノ、カネ）を適正に配分するなど、戦略的な行政経営に取組む必要がある。
そのため本市では、平成15年度から事務事業評価、平成19年度から経営会議、経営方針の策定といった行政評価システムを

導入してきた。今後も、これらの行政評価システムが十分に機能するよう取組んでいく。
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状態

計画番号 22 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 12 12 12 12 12 12

実績 12

B

進行中

評価

年度別計画のとおり、業務改善運動の実施と月刊カイゼンの発行をすることができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

業務改善実績報告

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

業務改善運動の実施 課等の名称 行政経営課

現状・課題

業務改善運動は、職員の創意・工夫による改善への取組みを推進するとともに、各職場での改善状況を全庁的に情報共有する

ことで、市民本位の良質な行政サービスを提供するため、また、職員の更なる改善意識の向上を図るため平成19年度から実施し

てきている。また、サービス向上やコスト削減だけでなく、職場のモチベーションの向上を図るため、実施当初から優れた改善

事例の内容や効果を広く周知するために成果発表会（ＯＫグランプリ）を開催していた。職場において改善の芽は育ってきた

が、一方で「やらされ感」や「負担感」があるのも現実で、自発的な業務改善運動を定着・発展させていく必要がある。

実施概要

職員に業務改善の意識が根付くような取組みを実施する。
具体的には、課・室単位で年末に業務改善実績報告書を提出することを念頭に、組織ぐるみで業務改善に取組む。業務改善へ

の意識が高まり、自発的な業務改善運動が発生するようになったら、行政経営課がそれをサポートする体制にシフトする。

また、過去の業務改善の好例を全庁的に共有し、業務改善のヒントとすべく、庁内紙「月刊カイゼン」を発行する。これは、

行政経営課が毎月部ごとに取材し記事にするものである。庁内のホームページ（業務改善）に記事を蓄積するなどして、当該

ページの整備・充実を図る。

年度別計画

平成28年度も引き続き、各部署における業務改善運動の実施と、月刊カイゼンの発行を続ける。

平成27年度実績報告

実施内容

庁内向けに月刊カイゼンを毎月発行することができた。

各部署で業務改善運動を実施し、12月に119件の実績報告が提出された。提出された報告の中には、今まで各課で予算計上し

支払い事務を行っていた複合機の使用料を、ひとつの課に集約することで、支払事務の回数を市役所全体で年間404回から年間

４回へ大幅に削減することができた取組みなど、大きな効果をあげた事例も見受けられた。

平成27年度の達成状況

効果

すべての職員が改善意識をもって業務にあたることにより、事務の効率化、質の向上などの効果が期待でき、もって市民サー
ビスの向上に資する。

月刊カイゼンの発行

庁内ホームページの充実

業務改善サポート体制の構築・実施

数値目標

月刊カイゼンの発行数
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状態

計画番号 23 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 約5,000 約5,000 約5,000

実績 6,016

計画 153.42 249.14 371.67

実績 184.10

27 28 29 30 31 32

見込 ▲54,000 ▲53,000 ▲51,000

実績

A

進行中

評価

年度別計画のとおり事務を進め、目標を上回ることができた。
計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

効果

既存の防犯灯をLED灯へ取替をすることにより電気料金を大幅に下げることができる。また、取替をした事によりCO2発生量

を抑制することができ、環境負荷軽減に努める事ができる。

財政効果額（千円）

LED灯への取替費用と電気料金の削

減額の差額

数値目標

LED灯への取替数（灯）

CO2削減量（ｔ）

既存の蛍光灯をLED灯へ取替

(2)成果を重視した行政経営の推進

現在、岡崎市内に設置されている防犯灯の数は、平成26年3月末時点で24,453灯となっており、内訳は、蛍光灯が19,462

灯、LED灯が4,991灯となっている。従来から灯具のLED化の推進を行ってきたが、年間800灯程度の取替では、完了までに約

24年程度かかってしまうことから、平成25年度に計画を大幅に変更し、平成26年度から平成29年度の4か年でLED化を行う

計画とした。
短期間でLED化を実現していく事により大きな電気料金・環境負荷の削減を図ることができるため、計画に基づいた取替を

行っていかなければならない。

実施概要

平成28年度も引き続き5,000灯の蛍光灯をLED灯に取替をし、電気料金・CO2発生量の削減をする。

平成27年度実績報告

実施内容

平成27年度は工事発注により、6,016灯の蛍光灯をLED灯に取替をし、電気料金・CO2発生量の削減をした。

平成27年度の達成状況

平成26年度から平成29年度の4か年で、19,462灯の蛍光灯をLED灯に取替をする。
また、取替をすることによって削減ができる電気料金やCO2発生量の数値を把握し、省エネに努める。

年度別計画

イ 事務事業の見直し

防犯灯器具取替工事 課等の名称 安全安心課

現状・課題
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状態

計画番号 24 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 1 3 3 3 3 3

実績 2

B

進行中

評価

年度別計画どおり、第４次男女共同参画基本計画策定を進めた。

数値目標であるワーク・ライフ・バランス推進関連講座等実施については目標値を達成
することができた。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

効果

働き方の改革、男性の子育て・介護等家庭生活への参画の促進、ワーク・ライフ・バランスの実現が図られ、働きたい人が性

別にかかわりなくその能力を発揮することができる社会、ひいては、地域で男女がともに積極的に地域活動やまちづくりに参加
し、豊かで住みよい地域づくりに貢献できる。また、家族一人ひとりが性別に関係なく家事や、育児、介護を担い、家族全員か

協力し助け合ってくらすことの出来る自治体となる。

男女共同参画実績報告書の作成

ワーク・ライフ・バランス推進関連
講座等の実施

数値目標

ワーク・ライフ・バランス推進関連

講座等の実施回数

第４次男女共同参画基本計画の策定

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

ワーク・ライフ・バランス実現に向けた支援の推進 課等の名称

次年度は、第４次男女共同参画基本計画に基づきワーク・ライフ・バランス推進に取り組んでいく。また、「女性活躍推進

法」の制定により今後ますます、女性が職業生活において活躍できるよう支援をしていく必要があるため、ワーク・ライフ・バ

ランス推進関連講座等の実施については、関係団体等と連携を図り取り組んでいく。

平成27年度実績報告

実施内容

第３次男女共同参画基本計画が平成27年度で期間終了となるため、第４次男女共同参画基本計画を策定を進めた。ワーク・ラ

イフ・バランス推進関連講座を実施した。

平成27年度の達成状況

年度別計画

男女共同参画課

現状・課題

男女共同参画社会を実現していくためには、性別に捉われず個人の能力に基づく雇用管理の実現を図るとともに、働き続けら

れる環境づくりや女性の能力を発揮できる機会づくりが求められる。

また、男女ともに「働きたいときに働くことができる」環境や、仕事とそれ以外の時間の過ごし方が調和した働き方、ワー

ク・ライフ・バランスの取れた働き方が求められているが、女性の就業継続については、依然として厳しい状況であり、育児休
業を取得して就業を継続する女性の割合は増加傾向にはあるが、第1子出産前有職者のうち約6割が第1子出産を機に離職をして

いる。

実施概要

女性だけが結婚や出産によって仕事が中断してしまうことがないように、子育て期にある男性の家事や育児について、また仕
事と介護の両立についての意識啓発を図るための広報活動やスキルアップのための各種講座・講演会等の充実を図るとともに、

市民・市民団体、教育に関わる者、事業者のそれぞれの立場から男女共同参画について取組んでいくための情報提供を図る。



39

状態

計画番号 25 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 2 2 3 3 3 3

実績 2

B

進行中

評価 専門委員は、本市における食育に関係する団体の実務担当者としたため、意見が出やす

く、市民の視点で取組みが把握しやすくなり、情報交換も活発化した。

新たな計画進捗管理方法については、より良い方法を検討するため、引き続きより多く
の事例収集を行う。

なお、第３次岡崎市食育推進計画策定に関し、岡崎市食育推進会議及び専門委員会議の

議題として取り上げ、課題の洗い出しを行うことができた。

計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

効果

食育推進組織の活性化を図ることにより、市民の視点で食育推進施策の検証がなされ、より具体的な市民の意見が反映され、

本市の実情に合わせた食育を推進することができる。

第３次岡崎市食育推進計画の策定

新たな計画進捗管理方法の導入

数値目標

会議（食育推進会議・同専門委員会
議）開催回数（回）

食育推進組織の活性化

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

食育推進体制の見直し 課等の名称

次年度は、第３次岡崎市食育推進計画の策定を予定していることから、新たな食育推進体制のもと、市民実態調査方法から検

討し、より実効性のある充実した計画内容となるよう取り組んでいく。

平成27年度実績報告

実施内容

関係団体等の理解を得て、岡崎市食育推進会議の委員数を28人から18人に減員した。また、岡崎市食育推進会議条例第５条
に基づく専門委員を設置することが平成27年10月20日に開催された岡崎市食育推進会議において承認され、平成28年３月24

日に専門委員会議を開催することができた。

新たな計画進捗管理方法については、他自治体の食育推進計画、本市の他の計画における進捗管理方法について情報収集を

行った。

平成27年度の達成状況

年度別計画

健康増進課

現状・課題

平成17年の食育基本法施行を契機として、平成19年に岡崎市食育推進会議を設置し、岡崎市食育推進計画（平成20年度～平

成23年度）及び第２次岡崎市食育推進計画（平成24年度～平成28年度）に基づき、食育の推進に取組んでいる。

岡崎市食育推進会議は、市長を会長とし、関係団体等の長を委員とする食育施策の実施推進機関であるにもかかわらず、会議

開催にあたっては、委員（28名）の日程調整に困難を伴うため、開催回数が限られ、また、具体的な意見が出にくい雰囲気があ
り、第３次岡崎市食育推進計画（平成29年度～）の策定にあたり、より具体的な市民意見を活かすことができるよう組織の活性

化を図ることが課題となっている。

実施概要

食育推進会議現委員の任期満了（平成27年８月23日）に伴う、次期委員任命のタイミングで、より具体的な意見が出やすい

機動的な会議（岡崎市食育推進会議条例第５条に基づく専門委員）を設置することにより、協議検討体制の充実を図る。委員の

任期は２年であることから、この体制の在り方については、その都度検証し、検討を加え、ニーズに合ったより良い推進組織体

制を確保する。

第３次岡崎市食育推進計画策定にあたっては、市民意識調査を実施し、国や県が示す上位計画及び健康おかざき21計画（第２
次）との整合性に配慮しつつ、新たな推進組織体制のもと、本市の実情にあった計画となるようしっかり検討する。

また、食育推進計画の年度ごとの進捗管理についても、新たな推進組織体制を活用し、Ｐlan-Ｄo-Ｃheck-Ａction（PDCA）

サイクルの仕組み作りに取組む。
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状態

計画番号 26 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 2,200 1,900 1,200 1,200 1,200 1,200

実績 1,987

計画 125 130 170 230 230 230

実績 242

B

進行中

評価 住宅用設備補助によるＣＯ２の削減効果であるが、本年度から予定通り補助対象を拡大
し実施した。市政だよりのほか住宅関連会社等に周知を図るなどしているが、消費税増税

などの影響が大きく太陽光発電及び家庭用燃料電池の申請が見込みを下回った。

一方で、電気自動車及びプラグインハイブリッドの申請件数は、見込みを大幅に上回っ

ている状況である。

計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

効果

補助制度の拡充により、太陽光発電、蓄電池、次世代自動車などの普及拡大が促進される。家庭や運輸からの温室効果ガスの
排出抑制が進み、地球温暖化の防止が図られることにより、異常気象や感染症などによる被害の軽減が図られる。

また、自然エネルギーと蓄電池、ＨＥＭＳ、次世代自動車を組み合わせることにより、災害時においてもエネルギー利用が可

能になるなど家庭の防災力の強化や、エネルギーの利用の効率化につながる。

蓄電池、ＨＥＭＳなどエネルギー有

効利用設備設置の補助実施

新補助制度（スマートハウスなど）

の実施

数値目標

住宅用設備補助によるＣＯ２削減効

果（t-CO2/年）

次世代自動車購入費補助件数（件）

太陽光発電、家庭用燃料電池補助の
継続・改善

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

地球温暖化対策補助の実施

平成28年度は、補助対象については平成27年度から変更はない。平成27年度の申請実績から、補助対象の各件数及び補助額

を見直す。また、平成29年度からの補助対象の変更に向けて、愛知県の補助制度との調整などを行い、新たな要綱等を作成す

る。

平成27年度実績報告

実施内容

太陽光発電設備及び家庭用燃料電池に加え、エネルギーを有効に利用できる設備であるＨＥＭＳ及びリチウムイオン蓄電池の

設置費用に対しての補助を平成27年度から開始した。また、家庭と同様に温室効果ガスの排出量の増加が著しい運輸部門の対策

として、次世代自動車（ＦＣＶ，ＥＶ，ＰＨＶ）に対して購入費に対しての補助を開始した。

平成27年度の達成状況

東日本大震災以降、自然エネルギーの利用や省エネは温暖化対策のみでなく、防災、エネルギー施策として自治体の施策にお

いてもその重要性が増してきている。単に家庭や運輸からの温室効果ガスの排出抑制だけでなく、防災や地域のエネルギーの有
効利用も考慮に入れながら、温暖化対策の充実を図るものである。

そのため、新エネルギー設備等購入費補助金の対象を見直し、太陽光発電システム、家庭用燃料電池の補助に加え、Ｈ27年度

からリチウムイオン蓄電池、ＨＥＭＳ（家庭の電力使用状況を可視化し、節電をサポートする管理システム）の設置や、ＦＣＶ

（燃料電池自動車）、ＥＶ（電気自動車）、ＰＨＶ（プラグインハイブリッド自動車）といった次世代自動車購入への補助を実

施し、温室効果ガスの排出抑制、エネルギーの有効利用を進め、低炭素社会の実現を目指す。なお、Ｈ29年度を目途に、太陽光
発電、蓄電池、ＨＥＭＳ、高断熱化などを含めたスマートハウスに対する補助への変更を検討する。

なお、太陽光発電同様、県からの補助が受けられるよう、県への働きかけを行っていく。

年度別計画

次世代自動車（FCV,EV,PHV）購入

補助

課等の名称 環境総務課

現状・課題

地球温暖化の進行により、豪雨や巨大台風などの異常気象、熱中症や熱帯性の感染症の増加など、私たちの生活に影響を与え

始めており、今後さらに深刻な状況が予測されている。この地球温暖化は人類の生活に伴う温室効果ガスが原因とされており、

早急な対策が求められている。

本市では、平成１５年度から低燃費車、平成１６年度から太陽光発電に対する補助などを実施している。太陽光発電について
は補助金の効果もあり7,000世帯を超える家庭で設置されてきているが、依然、家庭や運輸からの温室効果ガスの排出量は増加

したままであり、さらなる温暖化対策が必要とされている。

実施概要
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状態

計画番号 27 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

当初、協議会２回、部会３回の開催を予定していたが、委員各自の見識を深めるため、

部会については４回開催し、当初の予定のとおり岡崎市の森林の現状把握と課題を抽出す
ることができた。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

効果

・水量について
【計画目標】現況程度の河川流量（平常時の平均流量）の維持

・水質について

【計画目標】川の中で遊ぶことができる水質の確保（※乙川上流ブロックは別目標）川の中で泳ぐことができる水質の確保

・災害（洪水・渇水）について
【計画目標】浸水被害の解消・消防水利の確保、渇水や震災時などの生活用水の確保

・水辺環境について

【計画目標】自然にホタルが飛び、在来種が繁殖する、親しみやすい水辺の創出

・水との関わりについて

【計画目標】水に関する市民活動やイベントの活性化

数値目標が設定できない理由
水環境創造プランとして数値目標は設定できない。（各重点施策によって数値目標が設

定できる事業とできない事業があるため。）

水環境創造プランの見直し

数値目標

重点施策の実施・管理

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

水環境創造プランの推進 課等の名称

水循環推進協議会においては、水環境創造プランの進捗管理を引続き進めていくとともに、年度末に諮問に対する答申を予定

しており、答申案について集中して検討するため、27年度に引き続き２回の協議会と４回の部会を開催する。また市民に対し

て、水源林保全の重要性について共有し、意見抽出を図るため、ワークショップの開催を予定している。

平成27年度実績報告

実施内容

6月に水循環推進協議会を開催し、水環境創造プランの各課の進捗管理を行った。
また、水環境創造プランの重点施策の一つである「水量」の維持に関し、市長から再構築について諮問を受けたため、６月の

協議会において協議会内に「緑のダム部会」を設け、岡崎市の森林の持つ水源涵養機能の保全について検討することとした。

平成27年度は７月、９月、11月、１月に部会を開催し、岡崎市の森林に関する現状の把握及び課題を抽出した。また、２月

に協議会を開催し、部会の活動報告を行った。

平成27年度の達成状況

年度別計画

環境総務課

現状・課題

平成18年1月1日に岡崎市と旧額田町が合併し、乙川の上流域と下流域が、全て岡崎市に含まれることとなった。平成20年3

月に策定した水環境創造プランは、この合併を機に行政・市民、学識経験者などで意見を出し合い、環境・治水・利水の面から

岡崎市の水環境を総合的に見て、将来の望ましい水環境のあり方とそれを実現するための取組をまとめたものである。

水環境創造プランは、岡崎市水を守り育む条例第７条に水循環総合計画として規定するもので、同条で「おおむね６年ごとに

見直し、変更するものとする」としており、平成25年度に見直しを終了したところである。

実施概要

毎年度、関係する各課が水環境創造プランの重点施策を実施し、翌年度にその進捗状況の報告を受け、学識経験者、関係団

体、市民で構成する水循環推進協議会を開催し、重点施策の進捗管理を行う。また、水循環推進協議会では部会を設けることが
でき、水循環に関する専門的な調査又は検討を行う。

見直し期においては、庁内に水環境創造プランに関係する各課の担当者で構成する水循環検討プロジェクトチームを立ち上

げ、庁内横断的に施策の素案を検討する。その素案をもとに、水環境推進協議会において審議し、重点施策の見直しを行う。
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状態

計画番号 28 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 871.960 871.272 867.890 863.448 857.601 852.963

実績 868.6

27 28 29 30 31 32

見込 ▲ 18,553 ▲ 37,106 ▲ 55,659 ▲ 74,212 ▲ 92,765 ▲ 111,318

実績 ▲ 1,021

B

これまで本市では、増え続けるごみを減らすため、家庭系ごみの減量施策として、粗大ごみの有料戸別収集（平成13年4月

～）、３分別（紙製容器包装・ペットボトル・プラスチック製容器包装）の分別収集（平成14年1月～）、レジ袋有料化制度

（平成21年３月～）、外国人向け分別啓発用ＤＶＤ作成（平成23年８月）、小型家電の選別・回収（中央クリーンセンター・

平成24年１月～）、稲熊拠点回収所の毎日開設及び小型家電回収開始（平成26年１月～）を実施してきた。
また、事業系ごみの減量施策として、古紙類の規制（平成15年10月～）を行ってきた。しかし廃棄物の量は年々増え続けて

いるのが現状である。

実施概要

ごみ減量・リサイクルの周知徹底を実施することにより、ごみ削減・資源化率の向上を図り、市民一人当たりのごみ排出量

（平成26年度の推計値：876.4g）、及びごみ処理経費を抑制する。

年度別計画

イ 事務事業の見直し

ごみ減量化及びリサイクルの推進と適正処理 課等の名称 ごみ対策課

現状・課題

モデル地区を選定し、次年度以降は試験的な収集実施ができるよう取り組んでいく。また、事前周知や説明会の方法について

検討していく。

平成27年度実績報告

実施内容

新たなごみ減量施策のひとつとして、可燃ごみに含まれる未分別の雑紙や紙製容器包装を適正に回収し、可燃ごみの減量及び

資源化量の増加を図るため、分別区分の見直しを検討した。それに伴い、関係する業者等と複数回打合せを行った。

平成27年度の達成状況

進行中

評価 可燃ごみの組成分析を行い、未分別の雑紙や紙製容器包装の量を把握し、分別区分を変

更した場合の、資源物回収量等を試算した。他市の実施状況の把握や、収集対象とする品
目を確定し、収集頻度や指定袋の検証を進めた。

数値目標である一人あたりの処理しなければならないごみ量は目標を達成することがで

きた。

計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

効果

ごみ減量・リサイクルの周知徹底を実施することにより、ごみ削減・資源化率の向上が図られ、市民一人当たりのごみ排出量

が抑えられることによって、ごみ処理経費を抑えることができる。

財政効果額（千円）

ごみ減量化に伴う処理経費の削減

環境教育

基本計画の改定

新たなごみ減量施策の検討

数値目標

一人あたりの処理しなければならな

いごみ【ｇ／日】

地元説明会

(2)成果を重視した行政経営の推進
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状態

計画番号 29 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 16 47 69 92 97 98

実績 19

A

評価

数値目標である地籍調査面積は、事業費の変更に伴い、３ｈａ増加した19ｈａを達成
することができた。計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

本年度着手した地区の進捗を進めるとともに、並行して新規地区の地籍整備の推進を図る。

数値目標

地籍調査面積（ha）

現状・課題

土地の売買・相続・開発・公共用地の取得等においては、土地の正確な地籍（地番、地目、境界、面積、所有者）が必要とな

る。地籍の情報は、登記所の簿冊（登記簿）と地図によって表される。現在の記録は、明治初期の地租改正事業の調査記録を基

礎として作成されたままのものが多く、境界、面積等が正確ではない。この状態では、土地に関わる多くの経済活動や行政活動

に支障をきたしている。災害等により土地の形態が変更となれば、被災地の土地の境界や権利関係が不明確なため、復旧に支障

をきたしている事例が多くある。課税に対しても、地籍が不正確である場合、不公平なものとなっている。

実施概要

公共用地だけでなく、民間の所有地も含めて、地籍調査を実施し、正確な土地の地籍を確定していく。

地籍調査では、地球上の座標値により、土地の境界の位置を定める。定めた位置を、関係土地所有者で確認し、了解の基に、
地図を作成する。作成した地図を、登記所に備え付けることにより、公的に保管され、現地に杭等が不明となっても、正確に復

元することが可能となる。

地籍調査は、市が実施主体となって、一定の面積で継続的に計画的に調査を行う。

調査区域は、市街化区域内から調査し、その後市街化調整区域、都市計画区域外とする。

調査においては、地域の代表者及び土地所有者の協力で実施するものであり、市と住民が連携して実施することが必要とな
る。地籍調査を実施する費用は、市が負担し、一部、国・県の補助となる。地籍調査による土地所有者の費用負担は、測量等に

よる費用は、市の負担となり、土地所有者は、境界の確定及び立会いにおける費用だけとなる。

年度別計画

地籍調査

平成27年度実績報告

実施内容

地籍調査を行う住民を対象に、調査の内容や必要性について説明会を実施するとともに、不在者利害関係人の調査を実施し

た。

また、後続の工程に必要となる測量の基準となる点を調査区域内に設置した。

平成27年度の達成状況

効果

境界杭の紛失や災害時での境界の復元が容易となる。

相続や公共用地の取得等による分筆時の測量費が軽減される。

正確な土地相続が可能となる。

相続や土地活用、公共地の取得時の境界紛争を未然に防止できる。

固定資産税や相続税、抵当権等の平等・公正・適正な評価が実施できる。

進行中

イ 事務事業の見直し

地籍調査計画 課等の名称 都市計画課

(2)成果を重視した行政経営の推進
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状態

計画番号 30 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 34

実績

B

進行中

上位計画（岡崎市総合計画・都市計画マスタープラン等）を基本とし、道路整備について基本方針や指標・目標値を定め、道

路の必要性・整備効果などを検証するために「みちづくりプラン」を平成26年度に策定し、路線ごとに評価して重要度の高い路

線を優先的に実施していく。また、財源の確保として、「みちづくりプラン」に基づいた「地域再生計画」を策定し、地域再生

基盤強化交付金の確保も進めている。今後は、この２つの計画である「みちづくりプラン」と「地域再生計画」に基づき、道路

事業の進捗を図っていく予定である。

次年度（平成28年度）の取組み内容

道路整備は、ネットワークが完成することで効果が得られるため、次年度以降も「みちづくりプラン」や「地域再生計画」に

基づき、平成32年の目標値達成に向けて、交付金を活用し、効率的な事業進捗を図っていく。

市民病院への所要時間の短縮
（ H26:平均37分→Ｈ32:平均34分）

効果

「みちづくりプラン」に掲げた事業は、「地域再生計画」により交付金を活用し、事業を計画的に実施した。

平成28年度の事業については、みちづくりプランの評価基準に基づき、事業の優先順位を数値化し重要度の高い路線を優先的

に実施するように評価を行っている。

平成27年度の達成状況

評価

みちづくりプランに掲げた事業を実施し、進捗が図られた。
計画どおり

「みちづくりプラン」の評価基準に基づき計画的な道路整備を実施することにより、市内の渋滞緩和、交通の円滑化、人身事
故の減少等、日常生活における安全で快適な移動社会が実現できる。

平成27年度実績報告

実施内容

地域再生計画（交付金事業）の実施

数値目標

みちづくりプランの実施

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

みちづくりプランの策定・活用 課等の名称

年度別計画

道路建設課

現状・課題

都市計画道路は、道路整備プログラムにより道路網の必要性による優先順位により整備を進めているが、一般市道の道路整備

等の事業は、具体的な基本方針がなく、アウトカム指標・目標値も設定されていないため、各事業ごとの重要性、優先度等を評

価し、計画的な整備を実施することは困難である。

今後、財政状況も厳しい中、維持管理も含めた道路事業に対して、市民への説明責任も必要なことから、基本方針によるアウ
トカム指標や目標値を設定し、その評価に基づく事業計画を策定することが必要である。

実施概要
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状態

計画番号 31 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績 該当案件なし

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価 平成26年度の高額所得者のうちの１名については、明渡し訴訟により退去したため、
対象者は全員退去となった。

また、平成27年度の高額所得者７名に対して、明渡し請求を行った結果、５名が退去

済み、１名が世帯員減により高額所得者から除外、１名が退去される予定であり、計画ど

おり業務を進めることができた。

計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

数値目標

数値目標が設定できない理由

高額所得者に該当するかどうかは、直近2年間の収入により判明するものであり、その

人数を事前に把握することはできない。また人数の多い少ないに関わらず、自主退去ある

いは明渡し訴訟等により最終的に該当者はゼロになることから、高額所得者の人数や退去

率等は数値目標になじまない。

効果

高額所得者の市営住宅からの退去により「住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で供給する」という本来の目的に資

することができる。

高額所得者への明渡し強制執行

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

高額所得者の明渡し請求事務の強化 課等の名称 住宅課

平成27年度の高額所得者のうちの退去予定者１名について、退去の確認を行う。

また、平成28年度に高額所得者として認定した８名について、明渡し請求を行っていく。

平成27年度実績報告

実施内容

平成26年度の高額所得者のうち、明渡し請求に応じない１名について、明渡し訴訟を行った。
また、平成27年度の高額所得者７名に対して、平成27年12月中までの期限で明渡し請求を行った。

平成27年度の達成状況

現状・課題

高額所得者への明渡し訴訟の提起

市営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で供給することを目的として整備及び管理をしている。

従前から高額所得者への退去指導を行い、成果を挙げてきたが、公営住宅法施行令に定める高額の収入基準が改正され、平成

26年４月から適用となったことで、高額所得者が大幅に増加した。今後の対象人数も、従前より多く推移すると考えられるた

め、対応が必要となっている。

また、明渡し請求しても、これに応じない入居者がいる場合、「高額所得者の明渡し訴訟の提起」あるいは「強制執行」を行
わなければならない。

※高額所得者：「市営住宅に引き続き５年以上入居している場合において、最近２年間引き続き一定額を超える高額の収入があ

る者」で、明渡し請求があった場合は「速やかに明け渡さなければならない」とされている。

実施概要

高額所得者に対して、「高額所得者としての認定通知」後、期限を定めて「明渡し請求」を行い、応じない場合は「明渡し訴

訟」、これにも応じない場合は「強制執行」を行う。

また、「高額所得者明渡し請求に関する要綱」、「明渡し期限の延長に関する基準」、「高額所得者に対するフロー」の所要
の見直しを行う。

年度別計画

高額所得者への明渡し請求



46

状態

計画番号 32 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 500 500 500 500 500 500

実績 843

A

次年度（平成28年度）の取組み内容

地域連携パスの運用による病床管理を実施することにより、平均在院日数の短縮を図り、急性期病院としての役割を十分に果

たすことができるよう引き続き取り組んでいく。

地域連携パスの作成・運用

(2)成果を重視した行政経営の推進

評価

年度別計画のとおり、当院と地域の医療機関が協働して、地域連携パスを運用すること
により、平均在院日数の短縮を図ることができた。運用件数は目標を大きく上回った。計画を上回る

現状・課題

昨今、院内完結型医療から地域連携型医療への流れの中で、医療機能分化による地域医療連携の必要性が高まっている。当院

のような急性期病院とリハビリを実施する病院や開業医など他の医療機関との間で、共通のクリニカルパスを共同作成し、患者

の病態に応じて枠組みを超えた形で一貫した治療・リハビリを行う地域連携パスを作成・実施している。今後ともこの地域連携

パスを実施することにより、急性期病院の役割を十分発揮できるようにする。

※急性期病院：急性疾患や慢性疾患の急性憎悪などで緊急・重症にある患者に対して入院・手術・検査など高度で専門的な医療

を提供する病院

実施概要

大腿骨頸部骨折・脳卒中を中心にして、他の疾病についても地域の医療機関と連携し共通の地域連携パスを作成、運用するこ

とにより患者の退院・転院をスムーズにする。

年度別計画

平成27年度実績報告

実施内容

地域連携パスの運用による病床管理を実施することにより、平均在院日数の短縮を図り、急性期病院としての役割を十分に果

たすことができた。

平成27年度の達成状況

進行中

数値目標

地域連携パス運用件数（件）

効果

地域連携パスの運用による病床管理を実施することにより、平均在院日数の短縮を図り、急性期病院としての役割を十分に果
たすことができる。

イ 事務事業の見直し

退院支援業務の充実 課等の名称 市民病院地域医療連携室
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状態

計画番号 33 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 5 24 42 61 80

実績

27 28 29 30 31 32

見込 ▲ 895 ▲ 895 ▲ 895 ▲ 895 ▲ 806

実績

B

進行中

評価
年度別計画のとおり、布設替えの年次計画を策定し、事業費を算定したことにより、来

年度以降の更新工事予算確保に反映することができる。また、実施設計の作成により来年
度の更新工事の早期発注の準備が整った。なお年次計画の策定により、更新工事期間を1

年延長するとともに、更新率の修正も行った。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

漏水事故を減らすことにより、漏水事故に伴う被害の減少と修繕工事に伴う事業費の削減が期待できるうえに、水道水の安定

供給を一層高めることができる。

財政効果額（千円）

漏水修繕費用の削減

事前調査及び設計図書作成

（口径７５㎜～口径１５０㎜）

更新工事実施

（口径７５㎜～口径１５０㎜）

数値目標

塩化ビニル管更新率
（口径７５㎜～口径１５０㎜）

（％）

効果

年次計画策定
（口径７５㎜～口径１５０㎜）

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

布設替えの年次計画及び実施設計により、更新工事を実施するとともに、優先順位による実施設計を行うことにより、円滑な

更新事業の推進を図る。

平成27年度実績報告

実施内容

市内に埋設されている塩化ビニル管について、口径、布設年度別に抽出を行い、過去の漏水事故経歴を加味して更新の優先順

位付けを行い、布設替えの年次計画を策定した。

また、布設替えの年次計画に基づいた事業費の算定、及び優先順位付けによる更新工事の実施設計図書を作成した。

平成27年度の達成状況

実施概要

市内に埋設されている塩化ビニル管について、口径、布設年度別に抽出を行い、過去の漏水事故経歴を加味して更新の優先順

位付けを行い、布設替えの年次計画の策定を行う。

布設替えの年次計画に基づいた事業費の算定を行い、予算を十分確保することで円滑に更新事業を推進する。

更新計画は、単に既設管と同口径で布設替えを行うのではなく、今後の社会環境の変化を踏まえた管路の統廃合や縮径なども

考慮した計画を行っていく。合わせて、災害への備えを強化するため、耐震機能を有した管路に更新する計画を行う。

年度別計画

老朽塩化ビニル管の更新 課等の名称 水道工事課

現状・課題

老朽管路の更新については、現在、老朽鋳鉄管の更新を平成29年度完了目標に行っている。今後は、漏水事故に伴う断水や濁

り水などで、水道利用者に迷惑を掛けている老朽塩化ビニル管について、早急に、漏水事故率が低く耐震性を兼ね備えた管種へ

の布設替えが課題となっている。
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状態

計画番号 34 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画のとおり、教育委員会会議において協議・検討した。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

効果

教育委員会が教育の条件整備など重点的に講ずべき施策について、地域を取り巻く環境の変化に応じて、協議・調整すること

により、教育政策の方向性を示し、市長が策定する大綱に反映することが可能になる。

現状・課題

国の基準では、小・中学校の学級数について「12学級から18学級」の学校規模が標準とされている。学校規模が児童・生徒

に与えるデメリットとしては、小規模校においては、コミュニケーション能力が育ちにくいこと、大規模校では、きめ細かな指

導が難しいことなどが指摘されているが、反面、メリットについてもそれぞれ挙げられている。

岡崎市においても市立小中学校の学校規模は多様であり、良質な教育環境の維持向上を図るため、学校規模により生じる問題

について検討する必要がある。

実施概要

平成25・26年度に学識経験者、学校関係者及び地域・保護者代表者等で構成された「岡崎市学校適正規模検討委員会」を設

置した。検討委員会では、単に学級数といったハード面のみで学校規模における問題を検討するのではなく、歴史的・地理的な
面や保護者、教職員、地域住民といった幅広く多角的な視野で適正な学校規模について検討した。

検討委員会では、市立小中学校の学校規模について教育環境における著しい格差はないとしつつも「学校規模の適正化」につ

いては、財政的な合理化のみに特化して判断するべきものではなく、また学校が単に教育施設という機能だけでなく歴史的に見

ても地域コミュニティの核としての役割も大きく関わることから、学校、保護者、それを取り巻く地域住民からの要望や意見に

も耳を傾けることは重要であり、岡崎市としての将来像を見据えた総合的な方針についても考え合わせ検討していくこととし
た。

今後、市立小中学校の教育環境における個々の課題を整理しながら、教育委員会会議において協議・調整を行っていく。

年度別計画

教育委員会会議による検討

教育に関する大綱への提言

数値目標

数値目標が設定できない理由

引き続き、必要に応じて教育委員会会議において協議等を行う。

平成27年度実績報告

実施内容

岡崎市学校適正規模検討委員会からの提言を踏まえ、教育委員会会議における「学校の適正な規模」についての協議・検討を

行った。

（主な協議・検討事項）

・提言の内容について
適正な学校規模をテーマに全市的な立場に立ち、その考え方や具体的な方策について、検討結果を集約したものであるため

個々の要請等に応じて検討する旨の確認

・適正な学校規模について

各学校を取り巻く環境は様々であり学級数など、数値のみで適正規模とするものではない旨の確認

・今後の対応について
学校の適正化は、個々の状況や時代の要請に応じて当該地域の関係者と連携・協力を図る必要がある旨の確認

平成27年度の達成状況

教育委員会会議については、個々の課題に応じた議論を展開する必要がある。また、大

綱の策定については、市長の権限であり、かつ、中長期にわたる計画であることから、提
言の時期の確定は困難であるため。

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

学校適正規模検討業務の推進 課等の名称 教育委員会事務局総務課
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ウ 簡素かつ効率的な行政の推進

状態

計画番号 35 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績 完了

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

目標どおり、委託区域においては、支障なく収集運搬業務を実施することができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

ごみ収集運搬業務委託実施計画の策

定

(2)成果を重視した行政経営の推進 ウ 簡素かつ効率的な行政の推進

清掃事業の委託化推進 課等の名称 ごみ対策課

現状・課題

本市では、中央クリーンセンターでごみの処理（焼却、埋立）、八帖クリーンセンターでごみの処理（焼却）・し尿処理、リ

サイクルプラザでごみの収集・処理（破砕・資源選別）の業務を行っている。

ごみの収集について、可燃ごみ・不燃ごみ・資源ごみ（空き缶・空きびん）・発火性危険ごみ・有害ごみについては直営収集

（額田地域については委託収集）により、資源ごみ（紙製容器包装、プラスチック製容器包装、ペットボトル）については委託

収集を行っている。
ごみ処理については、焼却施設３炉のうち平成23年度より稼働している中央クリーンセンターの２炉について委託化を行って

いる。なお、し尿収集業務については許可制としている。今後はごみの収集運搬業務の委託化について検討する必要がある。

実施概要

ごみ収集運搬業務の委託化については、可燃ごみ収集を市民サービスの低下を起こさないように収集計画を確立するととも

に、安心して委託できる業者の教育等を平行して進め、実施を図っていく。

年度別計画

平成26～27年度における、可燃ごみ収集運搬業務の一部民間委託化による実績を踏まえ、平成28年度は更に委託区域を拡大

する予定である。

また、引き続き効率的な収集体制の確立等の課題を検証しながら、次年度以降の委託区域拡大を検討する。

平成27年度実績報告

実施内容

平成26年度における可燃ごみ収集運搬業務の一部民間委託化による実績を踏まえ、平成27年度は更に委託区域を拡大し、早

期収集に努めた。また、直営との連携を図るとともに、委託業者への適切な収集運搬に対する指導・助言を行った。

平成27年度の達成状況

効果

ごみ収集運搬業務に支障を生じない範囲で収集運搬業務の経費削減を図ることができるとともに、早期収集に寄与できる。

ごみ収集運搬業務委託化の推進

数値目標

数値目標が設定できない理由
平成26年度10月より実施する可燃ごみ収集は試行であり、今後の実施状況、実施団体

との協議によって委託化を行う業務量が不明確であるため
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状態

計画番号 36 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 5 5 5 5 5 5

実績 5

B

進行中

平成27年度実績報告

実施内容

・モニタリングのマニュアルに従い、業務のモニタリング、評価、第三者評価がスムーズに行われた。

・28年度から始まる指定管理期間に係る指定管理者の指定について、施設所管課と連携し、指定事務を執り行った。指定事務に

あたり、導入方針の見直し・整理等も行った。

・指定管理者制度未導入施設のうち、導入の可能性のあるものについて、施設所管課に積極的に導入支援を行った。

平成27年度の達成状況

現状・課題

(2)成果を重視した行政経営の推進 ウ 簡素かつ効率的な行政の推進

指定管理者制度の推進 課等の名称 行政経営課

平成15年の地方自治法の改正により、公の施設の設置の目的を効果的に達成するために必要があると認めるときは、指定管理

者に管理を行わせることができるようになり、岡崎市では平成18年度から本制度を導入している。

制度導入の方針や指定管理者制度移行等実施計画等を定め、制度導入が望ましい施設については、順次導入を実施し、平成2６

年４月１日現在、制度導入施設数は1３０となっている。制度導入施設で、サービス水準の確保や安全性・継続性を確保するた

め、「指定管理業務評価、モニタリングに関するガイドライン」を策定し、ＰＤＣＡのマネジメントサイクルを確立し、業務改
善の仕組みを整えている。更なるサービス向上を目指すには、次の課題があると考える。

・指定管理者制度のモニタリングは、年度末の業務報告書により計画どおり行われたかをチェックをしている。しかし、市と指

定管理者が協力して施設の運営にあたり、施設の状況を的確に把握して、施設自体の見直し等を考えるためには、定期的なモニ

タリングを行うよう体制を整える必要がある。
・業務改善を行うには、客観的なモニタリングを行い、適正な評価を行うことが大切である。指定管理者自らが行う業務評価や

市職員が行うモニタリング・評価がより適正で効果のあるものになるように、指定管理者公募施設を対象に、第三者による評価

に対する検証を行っているが、対象施設を見直していく必要がある。

・多くの指定管理施設が平成３３年度から次期指定管理期間となるが、その時節に応じた方針に見直しをする必要がある。

・指定管理者制度移行等実施計画に沿って、制度導入を進めてきており、制度導入が望ましい施設はおおよそ導入に至ってい
る。

全体的な制度導入に関する計画を策定し、進捗管理する必要性は薄れているため、計画のあり方を見直す必要がある。

実施概要

・モニタリングのマニュアルに従い、事業計画書に沿った定期的な施設運営の打ち合わせ、現場の情報の聴取が行われるよう周

知徹底する。

・第三者による評価に対する検証を行う対象施設を非公募施設に拡大し、評価の客観性・透明性を高めることにより、業務改善

を積極的に進める。
・次期指定管理募集期間（３２年度）前に、施設所管課と連携し積極的に施設運営を行える最適な指定管理者が指定を受けられ

るよう、社会情勢、実例を検証した上で必要があれば方針を見直す。

・制度未導入施設に対し、ヒアリング・調査を行い、施設の設置目的、運営状況から指定管理者制度で運営するのが適当だと認

められた施設については、担当課に個別に支援を行い、積極的に指定管理者制度を導入していく。

年度別計画

モニタリングの実施

評価
モニタリング、第三者評価や次期指定管理者指定業務等、計画どおり円滑に事務を執り

進めることができた。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

目標の設定や、目標の達成水準と評価の関連性の整理等、モニタリング・評価制度がより業務改善に資するものとなるよう、

改善していく。

数値目標

第三者による評価に対する検証を行

う施設数

効果

公共施設の設置目的を達成するべく、利用者ニーズを把握し、サービスの質の向上に努め、市民満足度を向上させる。

第三者による評価に対する検証

導入方針等の見直し

制度導入の可能性調査、制度導入支

援
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状態

計画番号 37 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 4

実績 2

計画 6 6 6 6 6 6

実績 6

B

進行中

評価 年度別計画では、市営住宅をＰＦＩ手法で建設する方針であったが、住宅課の意向によ

りＰＦＩ手法を取らないこととなったため、当初予定していたよりも検討部会の開催回数
は減少することとなったが、「岡崎市PFI手法導入手引き第４版」を公表し、PPP情報の

提供を積極的に行い、PFI手法を実施しやすい環境整備や行政の仕事のあり方について職

員が考える機会を多く創出した。

計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

PFI手法の手引きの改正

(2)成果を重視した行政経営の推進 ウ 簡素かつ効率的な行政の推進

PFI手法の活用（公民連携の推進） 課等の名称 企画課

現状・課題

本市ではこれまで４件の施設整備をPFI手法により実施し、その適切な活用を通じて財政支出の削減や平準化を図りつつ質の高

い公共サービスの提供している。また、関係各課にPFI手法の検討、実施ノウハウが蓄積されたことにより、PFIの検討や実施の

効率化が図れるようになった。特に、官民の役割分担及びリスク分担の在り方や、事業LCCの把握など、事業成果を意識した検

討を実施したことで、通常業務においても、従来の考えにとらわれない広い視野で業務を実施できるようになった。
今後も、引き続き、PFI手法の活用を推進することで、事業の成果を意識した仕事ができるよう、職員の意識改革を図るととも

に、PFIの枠を超えた公民連携（PPP）の基盤が構築できるよう、事業の検討を進める。

※ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）手法：公共サービスの提供に際して、地方公共団体が直接施設整備

せずに民間資金を利用して民間に施設の整備、維持管理と公共サービスの提供を委ねる手法
※ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ）：公民が連携して公共サービスの提供を行う仕組み

※ＬＣＣ（ライフサイクル・コスト）：プロジェクトにおいて、計画から、施設の設計、建設、維持管理、運営、修繕、事業終

了までの事業全体にわたり必要なコストのこと

実施概要

PFI手法の手引きを改定し、PFI手法を実施しやすい環境を整備する。

事業の成果を意識した仕事ができるよう、職員の意識改革を進める。

庁内へPPP関連の情報を提供し、行政の仕事の在り方について、職員が考える機会を創出する。

年度別計画

次年度は、法改正された内容を反映して手引きを改訂する。

引き続き、各課が行う事業を把握し、適切なPPP関連の情報提供を行っていく。

平成27年度実績報告

実施内容

「岡崎市ＰＦＩ手法導入手引き第３版」をバージョンアップさせた第４版を、職員に対してだけでなく、ＨＰ上でも公表し

た。

ＰＰＰ・ＰＦＩを行う可能性がある課に対し、民間業者等の話を聞く機会を創出するなど、よりよい事業を行えるよう適切な

情報提供に努めた。

平成27年度の達成状況

PPP関連の情報提供

数値目標

PPP情報の提供回数（回）

効果

PFI手法の適切な活用により、財政支出の削減や平準化を図りつつ質の高い公共サービスの提供が期待できる。
PFI手法の検討を通じて、公共事業の成果を求める仕事ができるようになるなど、職員の意識改革が期待できる。

PFI検討部会の開催数（回）
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状態

計画番号 38 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 5 5 5 5 5

実績

B

進行中

評価

年度別計画に基づいて、各団体の経営状況等を把握することができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

(2)成果を重視した行政経営の推進 ウ 簡素かつ効率的な行政の推進

外郭団体の見直し 課等の名称 行政経営課

効果

職員の派遣を見直しすることで、外郭団体の自立運営に移行していく。

外郭団体の経営状況等の把握、監査、定期的な評価を実施することで、現在又は将来における経営の悪化、健全性の喪失など

を予防し、外郭団体の経営健全化に取組むことができる。

現状・課題

本市では、市の出資比率が25％以上の団体を外郭団体と定めており、現在５団体が該当する。

外郭団体は市と連携しながら多様な市民サービスを展開しているが、社会経済情勢や市民ニーズの変化に対応するため、常に

外郭団体の必要性やその役割、財政的・人的支援のあり方や経営の健全化に向けた取組みについて、検討していく必要がある。

実施概要

・各団体の所管課と連携し、外郭団体に対する課題の共有化を図り、適正な運営及び活性化の手法などの検討を行い、外郭団体

の見直しを進める。

・各団体の経営状況等を取りまとめて公表し、定期的に評価をするなど健全な運営に向けた取組みを継続的に進める。
・外郭団体の経営状況の把握やこれに応じた市職員の派遣の見直しを行っていく。

・市職員のみで運営している岡崎市土地開発公社については、先行取得の代替え措置などを調査研究し、今後のあり方について

検討する。

現状において、外郭団体５団体のうち財政面や職員派遣の面で市が大きなリスクや課題を抱えている団体は特にないが、引き

続き外郭団体の必要性やその役割、財政的・人的支援のあり方や経営の健全化に向けた取組みを行う。

平成27年度実績報告

実施内容

今までも各外郭団体の定款、役員名簿、事業計画、財務諸表等の資料を公表していたが、平成27年度は新たにこれらの情報を

集約し一覧性を持たせた「経営状況の概要」を作成し公開した。「経営状況の概要」を作成する過程で各団体の経営状況や職員

派遣の状況を把握した。

平成27年度の達成状況

経営状況等の評価団体数（団体）

年度別計画

外郭団体のあり方検討

経営の状況等の把握・定期的な評価

市職員の派遣の見直し

数値目標
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３ 効率的な執行体制と職員力の向上
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ア 組織の効率化

状態

計画番号 39 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価
社会経済情勢の変化への対応、市民ニーズに即応した施策の総合的かつ機動的な展開、

市民にわかりやすく、より効果的な組織運営の実現を基軸としつつ、市長公約の「魅力あ
る観光産業都市岡崎」、「夢ある次の新しい岡崎」を実現するための組織体制を構築する

ことができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

簡素かつ効率的な組織の見直し

(3)効率的な執行体制と職員力の向上 ア 組織の効率化

行政課題に即した組織の見直し 課等の名称 人事課

現状・課題

社会経済情勢の変化に対応し、市民ニーズに即応した施策を総合的かつ機動的に展開するとともに、市民にわかりやすく、よ

り効率的な組織運営の実現を目指して毎年度組織の見直しを行う必要がある。

実施概要

財政状況を見極めつつ、市に課せられた喫緊の重点課題を踏まえ、職員数に応じた適正な組織規模を検討しながら、簡素かつ

効率的な行政運営を目指した組織の見直しを行う。

年度別計画

引き続き、財政状況を見極めつつ、市に課せられた喫緊の重点課題を踏まえ、職員数に応じた適正な組織規模を検討しなが

ら、簡素かつ効率的な行政運営を目指した組織の見直しを行う。

平成27年度実績報告

実施内容

平成27年度の組織改正において、乙川リバーフロント地区整備計画の推進、市民の生活、安全、福祉の充実を進める体制の強

化、女性相談体制の一元化及び総合雨水対策を推進する体制の構築等のため、必要となる組織改正を行った。また、平成27年

10月５日に「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」が施行され、個人番号カードの交付

及び再交付の手続き事務が開始されることに伴い、10月１日付で個人番号発行センターを新設した。

平成27年度の達成状況

効果

社会経済情勢の変化にいち早く対応した組織改正を行うことにより、市民ニーズに即応した施策を総合的かつ機動的に展開可
能となり、より効率的な組織運営の実現が可能となる。

数値目標

数値目標が設定できない理由
社会経済情勢の変化に対応できる組織を整備することが目標であり、数値で設定するこ

とが困難であるため。
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イ 定員管理の適正化

状態

計画番号 40 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 1,697 1,702 1,695 1,686 未定 未定

実績 1,690

B

進行中

評価

定員適正化計画に基づき採用予定を計画、採用試験を実施することにより、適切な定員
管理に努めることができた。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

定員適正化計画（５次）の実施

(3)効率的な執行体制と職員力の向上 イ 定員管理の適正化

定員適正化計画の推進 課等の名称 人事課

現状・課題

平成26年度から４年間を計画期間とする第5次定員適正化計画では、第3次計画中の職員削減、第４次計画中の団塊世代の退

職に伴い、行政職の職員数は他の中核市と比較して少ない状況となった。しかし、技能業務職は依然として非常に多い状況であ

るため、全体の職員数の維持を図りつつ、職種間における適正な人員配分や年齢構成の平準化を考慮した定員適正化が求められ

ている。

実施概要

国が示す定員モデルや、本市の職員数と業務量のバランスを考慮しながら、定員の適正化に努めていく。

また、計画期間中においても、民間委託や事業の統廃合などが大きく推進した場合は、職員の流動的活用などの対応も考慮のう

え、計画の推進に的確に反映させるなど、必要に応じた適切な定員管理を実施していく。

年度別計画

引き続き、第５次定員適正化計画に基づき適切な定員管理を行っていく。また、平成27年度に計画より下回った人数について

は、不足分を見込んだ採用を行うことで適切な定員管理に努める。

平成27年度実績報告

実施内容

第５次定員適正化計画に基づき採用予定を計画、採用試験を実施し、職員の確保に努めた。

平成27年度の達成状況

効果

適正な定員を管理することにより、職員への負担等に配慮しながら必要な行政需要への対応を図り、最少の経費で最大の効果

を挙げることができる。

定員適正化計画（６次）の策定

定員適正化計画（６次）の実施

数値目標

職員数(保育教育職、消防職、医療職

を除く。)（人）
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ウ 人材の確保と育成

状態

計画番号 41 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画のとおり順調に事務を進めることができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

採用試験制度の見直し

(3)効率的な執行体制と職員力の向上 ウ 人材の確保と育成

人物本位の採用の強化などによる優秀な人材の確保 課等の名称 人事課

現状・課題

高度化・多様化する市民ニーズに対応した行政サービスの充実を進めていくためには、優秀な人材を確保することは必要不可

欠であるが、若年労働者人口の減少が進む中、人材不足が憂慮されており、民間・公務員を問わず、優秀な人材の確保が難しく

なっている。

実施概要

公務員志望者だけでなく、民間志望者であっても、岡崎市職員を志望することができるよう、広く優秀な人材を募る取り組み

や、人物本位の受験しやすい採用試験を検討、導入していく。

また、より多くの人材が岡崎市職員への採用を希望し、受験するために、「岡崎市の求める人材」、「岡崎市職員で働くこと

の魅力」を積極的にアピールしていく。

年度別計画

引き続き、優秀な人材を確保するため、採用試験の実施内容を研究し、大学訪問、合同企業説明会等でのアピールを実施して

いく。

平成27年度実績報告

実施内容

広く有望な人材を採用するため、自己PR試験を平成26年度に引き続き実施した。

また、より多くの人材が岡崎市職員への採用を希望し、受験するために、「岡崎市の求める人材」、「岡崎市職員で働くこと

の魅力」を積極的にアピールするため、就職ガイダンスの開催、就活生向けサイトへの登録、合同企業説明会、大学への訪問を
実施した。

平成27年度の達成状況

効果

優秀な人材の確保により、充実した行政サービスの提供ができる。

採用情報の提供・発信

数値目標

数値目標が設定できない理由 優秀な人材を確保することを数値目標として設定することが困難なため。
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状態

計画番号 42 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画のとおり、多様な採用制度の実施及び採用情報の提供・発信のための制度構
築を行い、実施した。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

(3)効率的な執行体制と職員力の向上 ウ 人材の確保と育成

多様な採用制度の活用 課等の名称 人事課

採用情報の提供・発信

現状・課題

市民ニーズの高度化、多様化に加え、その対応にはスピード感が求められることから、その時々の課題に応じた専門的な資

格、知識、経験を有する即戦力の人材を確保する必要が生じている。また、一方では、組織や人員を肥大化、硬直化させない柔

軟な人員体制が求められている。

実施概要

適正な定員管理のもと、その時々の課題やニーズの規模に応じて柔軟に対応するため、現在の臨時・非常勤職員に加え、臨時

的任用職員及び任期付職員の任用制度を活用し、その時々の状況に合った人員体制を整える。

また、多様な採用制度を効果的に実施するために、対象となる資格、知識、経験を有する人材への積極的かつ効果的な広報活

動を実施する。

年度別計画

引き続き、現在の非常勤職員制度の見直しを行いつつ、多様な採用制度の効果的な実施及び採用情報の提供・発信を行ってい

く。

平成27年度実績報告

実施内容

多様な行政ニーズに応じた適切な任用制度の構築のために、任期付職員の条例や非常勤職員の規則等の改正を行った。

また、これまで非常勤職員として任用していた本格的な業務に従事する職員を、任期付職員として募集し採用した。

また、募集にあたっては市政だより、岡崎市ホームページで周知し、さらに関係機関に情報提供し、より積極的かつ効果的な
広報活動を実施した。

平成27年度の達成状況

多様な採用制度の実施により、専門的な資格、知識、経験を有する職員を採用することで、充実した行政サービスの提供がで

きる。

多様な採用制度の実施

数値目標

数値目標が設定できない理由 必要な任期付職員等の確保を数値目標として設定することが困難なため。

効果
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状態

計画番号 43 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画のとおり順調に事務を進めることができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

(3)効率的な執行体制と職員力の向上 ウ 人材の確保と育成

成果と育成を重視した人事評価の実施 課等の名称 人事課

成果と育成を重視した人事評価を実現することで、職員の能力開発の動機付け、人材育成の機会づくり、組織活性化の促進に
つながる。

人事評価と連携した研修の実施

現状・課題

人事評価は、人材育成への活用により組織力を向上させることが最も重要である。継続的な実施を進めていく中においても、

職員の意欲向上や組織活性化に結びつく有効なツールとするため、常に人事評価のプロセスとその活用を見直していく必要があ

る。

実施概要

人事評価は、職員の意欲向上と組織の活性化に結びつけることが最も重要である。人事評価のプロセスとフィードバックによ

り、管理監督者が適切な指導や助言を行うとともに、能力や適性に応じた効果的な研修に活用することで、さらなる能力の発揮

や公務への貢献意欲の向上を図ることができる。この制度がより効果的なツールとなるように実施、見直しを継続していく。

さらなる能力の発揮や公務への貢献意欲の向上につながるよう人事評価制度を引き続き検証し、管理監督者が人事評価制度で

の適切な指導・助言ができるよう研修の企画・実施をする。

平成27年度実績報告

実施内容

評価前に実施した評価者研修において、被評価者との面談の重要性や被評価者へのフィードバックの仕方などを重点的に取り

上げるなど、面談のスキルアップに取り組み、効果的な面談の実施につながった。

人事評価制度の見直しに向け、課題の整理・検証を進めた。

平成27年度の達成状況

効果

年度別計画

評価者研修の実施

人事評価制度の見直し

数値目標

数値目標が設定できない理由 能力開発の目標を数値化するのは困難なため。
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エ 給与の適正化

状態

計画番号 44 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画のとおり順調に事務を進めることができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

給与制度の見直し

(3)効率的な執行体制と職員力の向上 エ 給与の適正化

社会経済情勢の変化を踏まえた給与制度や諸手当の見直し 課等の名称 人事課

現状・課題

公務員の給与水準は民間企業の給与水準と均衡を図るものであり、昨今の先行き不透明な社会情勢、経済動向の中、市民は公

務員給与に高い関心を持っている。給与制度については市民から理解が得られ、明確な根拠で説明できるものでなくてはならな

い。

また、職員給与の財源は市民からの税金であることを職員一人一人が理解し、給与の適正な支給がなされるよう制度の周知、

認定及び事後確認を行う必要がある。

実施概要

適切な給与水準の確保に努めるとともに、各種手当について、経済情勢や国家公務員給与あるいは他市の制度状況などから、
必要に応じて支給基準等の見直しを行う。

また、各種手当の支給要件等を職員へ周知し、手当支給後も受給要件を具備しているかどうかの事後確認を行い、適正な支給

に努める。

年度別計画

引き続き、適切な給与水準の確保及び各種手当の支給基準等の適切な見直しを行う。また、各種手当の適正な支給のため、手

当の支給要件等を職員へ周知し、支給後も受給要件を具備しているかどうかの事後確認を行う。

平成27年度実績報告

実施内容

平成27年４月から給与制度の総合的見直しを実施するとともに、平成27年度人事院勧告をもとに給与制度改正を実施した。

扶養、住居及び通勤手当の事後確認のため、職員手当現況確認を実施した。

各種手当の支給要件等を職員へ周知するため、庶務担当者への研修を実施した。

平成27年度の達成状況

数値目標が設定できない理由 制度の改正内容等が不明なため。

効果

適切な支給基準等に基づく給与制度の運用が行われ、適正な支給を行うことにより、市民からの理解と信頼が得られる。

各種手当の支給基準等の見直し

各種手当の支給要件等の周知及び事

後確認

数値目標
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状態

計画番号 45 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画のとおり順調に事務を進めることができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

人事評価結果の給与への反映

(3)効率的な執行体制と職員力の向上 エ 給与の適正化

評価と処遇の連動の強化 課等の名称 人事課

現状・課題

職員の給与処遇は、人事評価の結果に応じて昇給号給数や勤勉手当の支給率を決定するもので、「頑張った者が報われる」公

正な給与処遇を実現するため、人事評価の結果と給与処遇の連動をより強化していく必要がある。

実施概要

能力・業績に応じた給与処遇を実現するために、人事評価の結果を給与に処遇に反映させるとともに、人事評価結果の精度の

向上に向けた取組みを進める。

年度別計画

「頑張った者が報われる」公正な給与処遇を実現するため、引き続き人事評価の結果と給与処遇の連動について課題の検証を

実施し、人事評価結果を給与に反映する。

平成27年度実績報告

実施内容

全職員に対し人事評価の結果を反映した。
人事評価結果の制度を高める取組みとして、評価者研修を実施し、制度の浸透及び評価者訓練を実施した。

評価結果の反映に係る課題の検証をした。

平成27年度の達成状況

数値目標が設定できない理由 給与への連動を数値目標とするのが困難なため。

効果

頑張った者が報われる給与処遇を実現することにより、職員の士気の向上につながる。

人事評価結果の精度の向上に向けた
取組み

数値目標
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４ 健全な財政運営の推進
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ア 計画的な財政運営の推進

状態

計画番号 46 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 85.0 85.0 85.0 85.0 85.0 85.0

実績 86.6

計画 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

実績 2.0

B

進行中

評価
年度別計画のとおり事務を進めることができた。

平成26年度の経常収支比率は、前年度と比較して0.7ポイント減の86.6％で目標値に
達しなかった。なお、中核市43市中７位で上位に位置している。また、公債費比率は、

前年度と比較して0.6ポイント減の2.0％で目標を達成している。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

財政指標の算出

(4)健全な財政運営の推進 ア 計画的な財政運営の推進

指標管理による財政硬直化の抑制 課等の名称 財政課

現状・課題

財政状況が健全な段階から、早期是正、再生という観点で財政の健全化が図られるよう、決算時に財務書類４表の作成、健全

化判断比率等の財政指標を算出、公表をし、財政状況を注視している。

しかし、景気の動向に左右される市税等歳入の不透明さ、義務的経費である扶助費を始めとする社会保障経費や、公共施設の

維持管理費は、高止まりあるいは年々増加傾向にあるのが現状であり、財政構造の弾力性を判断する指標である経常収支比率が
上昇傾向にあるのが懸念されるところである。

※経常収支比率：人件費、扶助費、公債費等の経常的な経費に充当された一般財源の地方税等の経常的な一般財源収入等に対す

る比率で、この比率が低いほど、弾力的な財政運営が可能であると言える（平成25年度：87.3%）。

※公債費比率：財政構造の弾力性を判断する指標で、地方債の元利償還金（公債費）に充当される一般財源に占める割合。一般
的には、10％未満が望ましいといわれている（平成25年度：2.6%）。

実施概要

地方財政状況調査（決算統計）、健全化判断比率の算定、財務書類４表の作成など、毎年度の決算事務において、財政指標の
算出を行う。

過去の指標との比較分析などを行い、財政状況を把握するとともに、是正すべき指標の改善に向けて検討を行い、財政計画、

実施計画及び当初予算編成に反映させる。

年度別計画

引き続き、財政指標の活用方法の検討をしていく。

平成27年度実績報告

実施内容

平成26年度決算額に基づき、経常収支比率等各指標数値を算出し、９月定例会の決算特別委員会資料等で結果を報告した。

平成26年度決算における各指標数値や特定財源の動向を参考にし、平成28年度当初予算編成を行った。

平成27年度の達成状況

効果

決算事務に基づく各種財政指標を経年分析し、財政状況を把握することで、限られた資源の適正配分と重点化を行い、持続的

に公共サービスの質の改善を図ることができる。

財政指標の活用方法の検討

財政計画、予算編成への活用

数値目標

経常収支比率（％）

公債費比率（％）
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状態

計画番号 47 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画のとおり分析、検討を行い、平成28年度当初予算編成において、基金の活
用により財源調整を行うことができた。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

中長期財政計画、実施計画における

財源分析

(4)健全な財政運営の推進 ア 計画的な財政運営の推進

基金による年度間の財源調整 課等の名称 財政課

現状・課題

平成25年度末で財政調整基金及び特定目的基金の合計基金残高は過去最高を示している。

財政調整基金については、税収の激減や、普通交付税の合併算定替えの終了、多様化する行政ニーズに伴う財政需要の増高に

対応するためなどの年度間の財源調整機能のほか、災害対応のための原資として一定額以上を保有する必要があり、計画的な積

立て及び取崩しを行う必要がある。

また、特定目的基金は、基金設置目的の範囲内で、事業計画に応じた計画的な積立て及び取崩しを行う必要がある。

実施概要

財政調整基金及び特定目的基金ともに、財政計画での歳入歳出の財源構成、実施計画事業費等の財源内訳の分析を行い、計画
上必要とされる財源を把握し、基金保有残高、積立目標額、取崩予定額などを決定し、財政計画に反映させる。

財政調整基金は一定額以上の残高を確保し、特定目的基金は、事業費、基金残高の増減に合わせて、適宜積立て及び取崩しを

行い、翌年度以降の計画に修正を加える。

年度別計画

引き続き、中長期財政計画や実施計画における財源分析を行い、平成29年度予算編成に向けて基金の活用による財源調整を行

うとともに、将来の事業に向けた目的基金への積み増しを検討していく。

平成27年度実績報告

実施内容

平成26年度決算剰余金の財政調整基金への積立を平年並みに行い、一定の保有額の維持ができた。今後も、積極的な基金の活

用による財源調整を行うとともに、将来の事業に向けた目的基金への積み増しを検討していく。

平成27年度の達成状況

効果

適正な基金残高の確保をすることや、計画的な積立て及び取崩しを行うことで、中長期的に健全な財政運営が可能となる。

活用方法（積立目標額及び取崩額）
の検討

予算化（積立額及び取崩額）

数値目標

数値目標が設定できない理由 年度ごとで財政状況が変化するため、数値目標の設定は相応しくない。
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状態

計画番号 48 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画どおり順調に事務を進めることができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

固定資産台帳の整備

(4)健全な財政運営の推進 ア 計画的な財政運営の推進

地方公会計制度に基づく適正な財政運営の推進 課等の名称 財政課

現状・課題

市の財政状況に係る説明責任を果たすため、現行の現金主義・単式簿記の予算・決算書の補完として、総務省改訂モデルによ

り、発生主義・複式簿記の財務書類である貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書を作成・公表を

しているが、新地方公会計を更に推進していくため、総務省から「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」での報告書が公

表され、地方公共団体における財務書類等の作成に係る統一的な基準を設定することで①発生主義・複式簿記の導入②固定資産
台帳の整備③比較可能性の確保を促進することが示された。この統一的な基準による財務書類等を平成29年度（平成28年度決

算分）までに作成する必要がある。

※現金主義・単式簿記のデメリット：現金以外の資産や負債の状態を把握することが困難であることや、取引の結果に対する原

因の記録が不十分である。
※発生主義・複式簿記のメリット：現金以外の資産や負債を含めた行政資源の動きを記録できる。

実施概要

市の財政状況に係る説明責任を果たすため、現行の現金主義・単式簿記の予算・決算書の補完として、総務省改訂モデルによ

り財務諸表を作成・公表をしているが、総務省が新たに公表した統一的な基準で、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動
計算書、資金収支計算書を作成し、分かりやすく包括的な市の財政状況の開示を行う。また、中長期的に持続可能で健全な財政

運営を行うため、フロー（損益）及びストック（資産・負債）の両面を考慮した財政分析や類似団体との比較分析を行い、適正

な財政運営を推進する。

年度別計画

次年度は固定資産台帳を整備するため、財産調査を実施しながら固定資産台帳の整備・管理等のために必要なシステムの整備

をしていく。

平成27年度実績報告

実施内容

固定資産台帳の整備に係る基本方針及び台帳整備を行う際の財産調査に係る実施要領を策定した。

平成27年度の達成状況

統一的な基準による財務書類の作成

数値目標が設定できない理由
新基準に基づき算定された数値が現行と変動する可能性があるため、現段階での具体的

な数値目標の設定ができない。

効果

総務省が新たに公表する統一的な基準に基づき財務書類等を作成することで、財政分析や類似団体との比較をし、適正な財政

運営を推進することができる。

類似団体との比較分析

経年分析

数値目標
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イ 積極的な財源の確保

状態

計画番号 49 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 98.9 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0

実績 99.0

計画 20.0 20.5 21.0 21.5 22.0 22.0

実績 26.6

27 28 29 30 31 32

見込 150,000 150,000 150,000 100,000 100,000 100,000

実績 148,000

B

現状・課題

反復、大量処理を要する滞納整理業務に対し、限られた人員、資源で、迅速、正確に職務遂行しなければならない。

滞納の期間、金額を短縮、縮減させるために、滞納初期の対応を速やかに行う必要がある。

滞納処分すべき財産を発見した場合、その財産が散逸する前に、速やかに差押え、取立てしなければならない。

実施概要

平成26年度に稼働を開始する新システムに習熟し、効率的、効果的かつ、大量に滞納整理を行えるようにする。

滞納初期において、適時に効果的な催告を行う。

新システムを活用し、もれなく、かつ、細やかな滞納管理、滞納整理を行い、滞納を削減及び増加させないようにする。
差押え対象となる財産を効率よく調査、管理し、速やかに滞納処分、取立てを行う。

地方税法第48条に基づき実施される、愛知県の「個人の県民税及び市町村民税に係る徴収及び滞納処分の特例」を活用し、県

の徴税吏員による滞納処分を行うことで事務の効率化を図る。

年度別計画

(4)健全な財政運営の推進 イ 積極的な財源の確保

市税の滞納の縮減及び抑止 課等の名称 納税課

現年度分及び滞納繰越分ともに、早期に滞納整理に着手することについては継続する。滞納整理の方法は平成27年度の取組み

を検証し、さらなる効率化を図る。地方税法48条の徴収委託については継続する。

平成27年度実績報告

実施内容

滞納初期の者に対し、適切な時期に催告（文書、電話、訪問）、滞納処分し、現年度に収納させ、徴収した。

担税力の調査の量的増加に取り組み、滞納整理（滞納処分、執行停止）の量的増加に取り組んだ。

新システムを利用し、財産の把握から差押えまでの期間を短縮し、かつ、事務処理の効率化に取り組んだ。

地方税法48条に基づく愛知県への徴収委託を行い、徴収額を増加させた。

平成27年度の達成状況

進行中

評価

現年度分収納率は0.16％上回り98.99%、滞納繰越分収納率は前年度実績を0.28%下
回り26.64%であったが、目標の収納率は達成した。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

滞納繰越額の縮減額

滞納初期の催告

滞納初期に速やかに滞納整理着手

（調査、滞納処分、執行停止）

滞納繰越分収納率（％）

地方税法第48条の活用

数値目標

現年度分収納率（％）

効果

税収の確保と滞納繰越分の縮減が図られる。また、法令に基づく公平な税負担の実現につながる。

財政効果額（千円）

新システムの分析、習熟、活用研究
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状態

計画番号 50 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 98.4 98.4 98.4 98.5 98.5 98.5

実績 97.0

計画 20.0 21.0 22.0 23.0 24.0 25.0

実績 24.1

27 28 29 30 31 32

見込 1,131 1,581 2,031 2,481 2,931 3,381

実績 0

B

実施概要

未収入者に対して次のとおり取組みを行い、もって収納率の向上に努める。

・電話・手紙による督促、定期的な訪問を行う。

・現金納付者に対しては、口座振替納付を依頼する。
・長期滞納者に対して、誓約書の提出を依頼する。あるいは裁判所を通じた和解を勧める。

・収入未申告者は近傍同種家賃となるため、収入申告するよう指導する。

・これらに応じない場合は「明渡し訴訟」、「強制執行」を検討する。

※近傍同種家賃：近傍同種の住宅の時価等を勘案して公営住宅法施行令で定める家賃（簡単に言うと周辺の民間賃貸住宅の家
賃）。

年度別計画

電話・文書・訪問による催告

市営住宅使用料等の収納率の向上 課等の名称 住宅課

現状・課題

公営住宅法に基づく市営住宅は、岡崎市内の住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で供給し、住宅使用者に対して住

宅使用料（家賃）や駐車場使用料を徴収している。

平成25年度の収納率は、現年度分98.29％と高い水準を維持しているが、滞納繰越分は18.89％であり、より一層の収納率

向上が必要である。

引き続き、滞納明渡し訴訟、訪問・電話・文書による催告を行う。特に悪質滞納者には法的措置を含めたより強力な指導を行

う。弁護士への滞納徴収委託での一定の効果が確認できたため、退去滞納者については、拡大して徴収委託を行っていく。

平成27年度実績報告

実施内容

滞納者に対し、訪問・電話・文書による催告を行った。また、長期滞納者１名に対し明渡し訴訟を行った。

滞納繰越分のうち、すでに市営住宅を退去した滞納者の一部について、弁護士へ徴収委託した。

家賃の減免勧奨について、平成28年１月に住宅通信（回覧文）で周知したうえ、減免対象者へ１月末に通知後、未提出者に対
し３月上旬に再度通知を行った。

平成27年度の達成状況

進行中

評価 現年度分の収納率は、計画を下回った。原因としては、消費税率８％へのアップ（逆進
課税）、年金の減額改訂（平成26年度、0.7％引下げ）など市営住宅入居者の低所得化が

影響していると考えられる。（収入分位Ⅰの滞納者増）

一方、滞納繰越分については、弁護士委託の結果、38件の退去滞納者に対し10件から

の納付（約132万円）と、誓約書16件の提出があり、計画を上回る成果があった。

計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

収納率向上により、入居者間の不公平感の解消や、維持管理等の財源確保ができる。

収入未申告者からの申告により、民間並みの家賃から本来の適正な家賃となり、本人負担額の軽減を図ることができる。
また、誓約書の提出や即決和解により、計画的な納付が期待できる。

財政効果額（千円）

収納額増加額

収入未申告者への提出指導

数値目標

現年度収納率（％）

滞納繰越分収納率（％）

効果

口座振替納付の推進

(4)健全な財政運営の推進 イ 積極的な財源の確保
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状態

計画番号 51 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 50 50 51 51 52 52

実績 55

27 28 29 30 31 32

見込 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000

実績 142,800

A

進行中

評価

年度別計画のとおり、各種催告、社会保障制度の利用、内容証明郵便による督促により

収納率の向上を図った結果、見込み以上の成果が上がった。計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

文書、電話、訪問、面談による督促

(4)健全な財政運営の推進

医療費自己負担金の未収金額は、毎年度生じており病院経営の健全化のためには、発生額を抑制するとともに収納率を向上さ

せることが重要である。現在、催告や社会保障制度の利用促進のほか、内容証明郵便による督促、悪質未収者に対しては支払督

促制度などの法的措置を講じている。

実施概要

受診票及び請求書に未収額の表示、文書催告、電話催告、訪問催告（平日、土曜）、面会催告（来院時の面談）、社会保障制

度（高額療養費貸付制度、高額療養費委任払制度、限度額認定証制度、出産育児一時金直接払制度）の利用、内容証明郵便によ

る督促、悪質未収者に対しては支払督促制度などの法的措置を図り、未収金の発生抑制及び収納率の向上に努める。

年度別計画

イ 積極的な財源の確保

医療費自己負担金の収納率の向上 課等の名称 市民病院医事課

現状・課題

引き続き、受診票及び請求書に未収額の表示、文書催告、電話催告、訪問催告（平日、土曜）、面会催告（来院時の面談）、

社会保障制度（高額療養費貸付制度、高額療養費委任払制度、限度額認定証制度、出産育児一時金直接払制度）の利用、内容証

明郵便による督促、支払督促制度、債権回収業務の委託により、未収金の発生抑制及び収納率の向上に努める。

平成27年度実績報告

実施内容

受診票及び請求書に未収額の表示、文書催告、電話催告、訪問催告（平日、土曜）、面会催告（来院時の面談）、社会保障制
度（高額療養費貸付制度、高額療養費委任払制度、限度額認定証制度、出産育児一時金直接払制度）の利用、内容証明郵便によ

る督促などをおこなった。

平成27年度の達成状況

効果

未収金の削減により、病院経営の健全化に寄与する。

財政効果額（千円）

未収金の収納額

内容証明郵便、法的措置

数値目標

前年度末未収金額の収納率（％）
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状態

計画番号 52 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 600 650 700 700 750 800

実績 2,176

計画 1 2 3 4 4 5

実績 34

S

進行中

評価

相談件数、新規創業件数ともに当初の目標を大きく上回っている。
大幅に計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

(4)健全な財政運営の推進 イ 積極的な財源の確保

岡崎ビジネスサポートセンター（OKa-Biz）の運営 課等の名称 商工労政課

現状・課題

平成9年度と平成19年度を比較すると、中小の商店数や工業事業者数が激減している。平成24年度に本市が中小事業所にアン

ケートを実施したところ、約3割が「売り上げを伸ばしたい」等の経営課題を抱える一方、「経営相談したことがない」等の事業

所数も３割に上った。以上を踏まえ、地域経済の活性化に対して大変な危機感を抱いたため、平成25年10月、本市は、岡崎ビ

ジネスサポートセンター（OKa-Biz）を岡崎商工会議所とともに設置した。なお、OKa-Bizとしては、相談成果の向上とあわ

せ、次代を担うコーディネータの養成が課題となっている。

実施概要

まず、市側のコーディネータの後継者候補を選定し、採用する。その後、徹底した教育プログラムにより、人材の育成を図

る。
同時に、過去に相談を受けた事案についての成果をインタビューし、それを「事例集」として発行する。過去の好例を取り纏

め、紹介することにより、岡崎ビジネスサポートセンターの実績をあげるとともに、新たな相談者の開拓とビジネスヒントのノ

ウハウを蓄積することにより、新たな経済活性化の気運を盛り上げていく。

その後、安定的に質の高いコンサルティングを継続することにより、創業者を増加させる等、中小企業事業所数の確保・向上

を図り、岡崎市全体の経済活性化を図る。

年度別計画

新規創業件数（件）

次年度は開設から３年目を迎え、将来的な運営体制の見直しをする必要がある。今後、委託業者等と協議を継続し、今以上の

運営体制の強化に取り組みたい。

平成27年度実績報告

実施内容

新コーディネータの採用活動を実施し、平成26年度に１名、平成27年度に２名を採用し、計画以上に進展している。また、

バックオフィスの充実のため、企画広報コーディネータの採用も行った。研修プログラムについては、相談業務を委託している

業者に依頼し、検討を開始しており、一部試行を始めている。事例集については、報告書という形で毎年作成するようにしてお

り、その中で成果事例として掲載をしている。この形式をしばらく継続していくものとする。

平成27年度の達成状況

効果

岡崎市の中小企業事業者が活気を取り戻すと同時に、新たな創業件数が増加することにより、経済活性化が図られ、それが市
民サービスの向上につながると考えられる。

新コーディネータ採用

研修プログラムの実施

事例集の作成

数値目標

相談件数（件）
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状態

計画番号 53 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価
年度別計画のとおり、岡崎市観光基本計画庁内推進会議を設置し、アクションプランの

策定に向けた課題の整理、 アクションプランの施策及び事業の準備に向けて検討した。

観光協会については、課題項目の抽出や関係者の意見を聞くなど、法人化に向けた準備を

行った。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

数値目標が設定できない理由
観光基本計画のアクションプランの策定は方向性の決定であり、観光協会の組織見直し

については内部改革であることから、特定の数値目標に馴染まないため。

効果

観光基本計画のアクションプランの策定によって、今後市が目指すべき方向性と手法を明確にすることができ、さらなる観光

振興に寄与することができると想定される。

観光協会の組織強化等については、外部団体である岡崎活性化本部との連携及び役割分担の明確化を行うことにより、効果的

かつ効率的な観光行政の推進が期待できる。

観光基本計画のアクションプランの
策定

岡崎市観光協会の組織見直し

数値目標

平成27年の家康公顕彰四百年祭及び平成28年の市制施行100周年という市にとって節目の年を契機として、単なる「観光」

を「観光産業」に昇華熟成させて、市の主要産業に位置付けていくことを求められている。しかしながら、具体的なプランの策

定並びにそれをサポート及びリードしていく組織の形成が課題となっている。

実施概要

平成18年３月に策定された岡崎市観光基本計画は、現在まで市の観光行政の指針として位置付けられ、市の観光分野の活性化

に寄与してきたが、市の主要施策における観光行政の重要性の増大や、リーマンショック等に代表される経済状況の著しい変

化、国民の意識の変化など、観光を取り巻く背景の激変に対応しているとは言い難く、これを現在に即した指針及びプランに見
直す。

また、市の観光事業を牽引してきた岡崎市観光協会についても、単に観光イベントを実施することを事業とするだけではな

く、一年を通して恒常的に観光客を取り込むことにより観光産業を育て上げ、官民の懸け橋となって有機的に観光産業に関わる

事業にシフトする必要がある。このために、関係機関及び民間団体と積極的に連携するため法人化し、組織の強化を図りつつ新

規事業を展開する。

年度別計画

岡崎市観光基本計画アクションプランの推進に当たり、広く市民、観光関連団体等の意見を反映させるため、観光基本計画推

進委員会を設置し、岡崎市観光基本計画アクションプランを策定する。観光協会については、観光振興に注力している岡崎活性

化本部と意見調整を図りながら、法人化に向けた課題整理や事業計画等の策定に取り組む。

平成27年度実績報告

実施内容

岡崎市観光基本計画の個別アクションプランの実施状況の整理、岡崎市の観光現状施策の洗い出し、市役所関係課・市内外観

光事業者のヒアリング、市内外住民及び事業者へのアンケート調査を実施し、観光基本計画アクションプランの策定の準備を進

めた。観光協会の組織見直し、活性化そして今後の求められる像について、岡崎活性化本部との連携も視野に入れながら商工会

議所等に意見を伺うほか、法人化の意向については観光協会の総会及び理事会に諮るなど準備を進めた。

平成27年度の達成状況

岡崎市観光協会の事業の活性化

現状・課題

(4)健全な財政運営の推進 イ 積極的な財源の確保

観光関連事業の推進 課等の名称 観光課
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状態

計画番号 54 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 18 16 16 16 16 16

実績 6

C

進行中

評価

年度別計画のとおり、補助制度のPRに努めたが、目標18件のところ完了は6件であっ

た。計画を下回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

(4)健全な財政運営の推進 イ 積極的な財源の確保

岡崎市産材の利用促進 課等の名称 林務課

現状・課題

近年は地元の木を使い、木のある暮らしを戻し、地元の職人の力を生かそうといった取り組みが行われているなかで、平成２

５年４月から「岡崎市産材住宅建設事業費補助金事業」を開始した（平成25年度の申請数：10件）。岡崎市産材の利用促進及

び林業等の地域産業活性化を図ることがこの事業の狙いである。住宅補助制度以外にも同年８月には「岡崎市公共施設等の木材

利用の促進に関する基本方針」を策定し、公共建築物等にも市産の木材を利用してもらうように取り組んでいるものの、近年、

木造建築等を建築する際に使用する柱材を中心とした主要構造材は近隣県（岐阜県、長野県など）の木材が使用される傾向にあ
る。岡崎市でも額田地区はヒノキ・スギ等が調達できる環境であるため、関係団体を通じて地元材の普及及び啓発に努める必要

がある。

実施概要

木材業者等を個別に訪問し、「岡崎市産材住宅建設事業補助制度」のＰＲを行っているが、「地産地消」を浸透するために

は、さらに今後もＰＲの必要性を感じるため、引き続きＰＲに努めていく。「岡崎市産材認定委員会」は現在、市産材認定をす

る審議を行っているのみであり、今後どのようにして地元の木材を地元で使用できるような体制づくりを検討する必要があるの

で、関係団体と話し合う場として設けていく。

他にも中央総合公園等で毎年開催する住宅展や民間事業者（ハウジングセンター等）で行っている住宅展示の場といった、人
が集まる場で、「岡崎市産材」をＰＲするチラシ等を配布し、まずは地元の木材を知ってもらうきっかけづくりを行う。

年度別計画

岡崎市産材で住宅建設事業費を補助することで、定住の促進、林業、製材業、建設業の活性化が期待できる。

素材生産者、建築業者等関係業種が多岐にわたるため、市内への経済波及効果の算出は難しい。

補助金をＰＲするポスターを新規で作成するとともにチラシも刷新して、「建築業者」に配布し掲示に協力してもらい、補助

金制度の周知を図る。

住宅フェアに参加して家を建てようと思ってる人たちに制度の周知を行う。

目標を16件とし、引き続き市産材木造住宅への補助及び建築に対する奨励金の交付を行う。

平成27年度実績報告

実施内容

「岡崎市産材住宅建設事業費補助金事業」は、平成26年度までは「施主」に対して補助を行っていたが、平成27年度は「岡

崎市産材住宅建設事業奨励業務」と名称を変更し、市産材木造住宅建築を奨励するため、「建築業者」にも報償金を支出するこ

ととした。

補助制度をＰＲするため、建築会社等を訪問して事業説明を行い、住宅建築希望者への案内やチラシの配布を依頼した。

平成27年度の達成状況

地元材の普及・啓発

検討委員会の開催

数値目標

岡崎市産材住宅補助制度の利用者の

確保（件）

効果
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ウ 受益者負担の適正化

状態

計画番号 55 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画のとおり、使用料等の見直しについて検討を行った。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

(4)健全な財政運営の推進 ウ 受益者負担の適正化

使用料・手数料の見直し 課等の名称 財政課

効果

使用料の算定根拠、公費との負担割合を明確にすることで、適正な受益者負担を確保することができる。

数値目標が設定できない理由
使用料等の見直しは、施設の設置目的や利用状況を考慮しつつ、使用料等の適正化を検

討する必要があるため、一律的な数値目標の設定は相応しくない。

現状・課題

現行の使用料・手数料は、既存の類似施設や近隣自治体の類似施設等を参考に均衡上から設定される場合が多く、必ずしも適

正な受益者負担額となっていないのが現状である。また、消費税率の引き上げ時には、増税分のみ改定を行ってきたところであ

る。

使用料等の適正化のためには、使用料等の対象とするコストの範囲、公費負担と受益者負担の割合、適正化の進め方などを検

討する必要がある。

適正化のための基本方針の策定について引き続き検討を行うとともに、平成29年4月の消費税率改定に向けて、使用料等の改

定を実施する予定である。

平成27年度実績報告

実施内容

使用料等の対象とするコストの範囲、公費負担と受益者負担の割合、適正化の進め方などについて検討を行った。

平成27年度の達成状況

実施概要

使用料等の対象とするコストの範囲、公費負担と受益者負担の割合、適正化の進め方などを検討し、使用料等の見直しに反映

させる。

年度別計画

使用料等の見直し

数値目標
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状態

計画番号 56 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画のとおり当初予算査定において補助金の見直しを行い、予算に反映させるこ
とができた。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

(4)健全な財政運営の推進 ウ 受益者負担の適正化

補助金の見直し 課等の名称 財政課

効果

交付基準に基づき、補助制度を適宜見直しすることで、社会経済情勢に迅速に対応することができ、行政の透明性、公正性が

確保される。

数値目標が設定できない理由 社会経済情勢の変化等で補助制度の制定改廃が想定されるため。

現状・課題

補助金は、団体または個人の行う特定の事業に対して、公益上必要な場合に交付しているものである。

補助金交付の長期化による既得権益化、透明性、公正性などの確保や、社会情勢に迅速に対応できないなどの弊害があるた

め、補助金等交付基準を設け、見直しを行ってきたところである。

しかし、交付基準に基づく分類や補助率などの適用、事業の削減、廃止の手法及び時期などの具体的な事項は先送りされるこ

とが多い。

当初予算の査定において、事務事業評価も参考にして補助対象経費、補助単価、補助割合等の見直しを行う。また、補助金等

交付基準に基づき、補助金の公表を行う。

平成27年度実績報告

実施内容

当初予算の査定において、事務事業評価も参考にして補助対象経費、補助単価、補助割合等の見直しを行った。また、補助金

等交付基準に基づき、補助金の公表を行った。

平成27年度の達成状況

実施概要

当初予算編成において、交付基準に基づく分類、目的、算出根拠、補助金額、成果指標などの効果を把握し、適宜見直しを行

い、補助要綱等制度の変更（制定改廃）し、予算に反映させる。

年度別計画

補助制度の見直し

数値目標
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状態

計画番号 57 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

道路後退事業等に関する西三河９市の状況を聞き取りするなど、資料の収集をした。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

(4)健全な財政運営の推進 ウ 受益者負担の適正化

狭あい道路拡幅整備補助金等の見直し 課等の名称 建築指導課

効果

定期的に見直すことにより、効率的、効果的な補助金等の交付が実施でき、狭あい道路の解消に繋がる。

数値目標が設定できない理由 現場状況により補助対象物件が一定していないため。

現状・課題

狭あい道路拡幅整備補助業務は、道路後退用地・すみ切り用地を市が寄附を受ける場合の寄附用地にあるフェンス、塀、門な

どの支障物撤去費用への補助金交付や、すみ切り用地に対しての奨励金を交付することで、狭あい道路の拡幅を増進させ適正に

整備・管理できるように取り組んでいる。しかしながら補助金等の内容については、社会情勢や市民ニーズの変化が著しい中、

より効果的、効率的な執行のため適時適切な見直しを求められる。

平成28年度は、補助金等の価格・項目など交付基準の見直しに必要な準備を行い、平成29年度に改正施行できるよう準備を

進める。

平成27年度実績報告

実施内容

過年度の補助内容や他市の制度情報など、補助金等の見直しに必要な資料の収集に努めた。

平成27年度の達成状況

数値目標

実施概要

実施にあたっては、以下の項目について行っていく。

①市場の変動に伴う単価の見直しを行う。
②過年度補助内容の検証や他市の制度研究を行い、必要に応じた補助項目の見直しを行う。

③補助金等交付基準の見直しを行う。

年度別計画

補助単価・項目の見直し

補助金等交付基準の見直し
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エ 地方公営企業、特別会計の健全な運営

状態

計画番号 58 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 12.0

実績 12.4

計画 128

実績 145

計画 570

実績 682

27 28 29 30 31 32

見込 255,000

実績 136,120

B

進行中

評価 平成21年度に策定した病院改革プランの目標の達成に向け、経営改善に取り組むとと

もに、病院事業の運営の現状と課題を分析し、平成28年度以降の中期計画を策定した。

入院・外来平均単価は計画を上回り、平均在院日数は前年度（13.2日）よりも短縮され

た。また必要な医師・看護師数を確保することができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

現状・課題

岡崎市民病院は、西三河南部東医療圏（岡崎市・幸田町）の基幹病院として、また、第３次救急医療機関として地域医療の最

後の砦となり、２４時間３６５日体制で重症・重篤な患者を受け入れしている。救急、小児・周産期医療などの不採算部門の医

療も公立病院として果たすべき使命として厳しい医療環境の中で、医療ニーズに合った病院事業を運営している。病院改革プラ

ンを平成20年度に25年度までの計画を策定し、平成22年度に27年度までの計画に改定した。

医療環境の変化に対応しつつ、運営経費の節減に努めるとともに、平均在院日数の短縮、新入院患者数を増加させるなどの経
営改善を推進していくことが求められており、平成２７年度に総務省の求めに応じた新・病院改革プランを作成する。

※第3次救急医療機関：重篤救急患者を24時間受け入れる体制と高度な診療機能を持ち救命救急センターを有する医療機関

実施概要

(4)健全な財政運営の推進 エ 地方公営企業、特別会計の健全な運営

病院改革プランの推進 課等の名称 市民病院総務課

経営収支改善額

数値目標が設定できない理由
28年度以降は、27年度に作成する新・病院改革プランに合わせて新しい数値目標を設

定する。

平成27年度に策定した計画に基づき経営改善に取り組むとともに、愛知県が示す地域医療構想を踏まえた当院の経営方針を検

討していく。

平成27年度実績報告

実施内容

救命救急センター棟が供用開始され、救急外来外来部門が拡充された。27年度までに進めていた第２期本棟再編改修も診療に

影響しないように工事を進めたため、一部が平成28年度の完了となるものの、外来再編を進めた。平成28年度からの計画は、

地域医療構想が示されていないため、地域医療構想の影響を今後の課題と認識しつつ、既改革プランを修正して平成32年度まで
の計画を定めた。

平成27年度の達成状況

病院事業の運営の現状と課題、岡崎医療圏における医療環境を分析し、第３次救急医療機関として高度急性期医療を担う公立

の総合病院の果たす役割を明確にし、総務省の求めに応じた新・病院改革プランを平成27年度に作成し、経営指標の数値目標を
新たに設定し直し、目標達成に向けて経営改善に取組む。また、毎年度実施状況の点検・評価を行い、次年度以降の取組みに役

立てていく。

年度別計画

効果

第３次救急医療機関として、24時間365日体制で重症・重篤な患者の受け入れを行うとともに、不採算な救急、小児・周産期

医療を行い、安定した病院事業の経営を行い、市民に安全安心な医療を提供できる。

財政効果額（千円）

看護師数（人）

新・改革プランの作成

医師数（人）

改革プランの取組み

改革プランの点検・評価

数値目標

平均在院日数（日）
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状態

計画番号 59 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 100以上 100以上 100以上 100以上 100以上 100以上

実績 120.3

計画 300未満 300未満 300未満 300未満 300未満 300未満

実績 246.8

A

進行中

評価

営業収支比率、料金回収率、給水収益に対する企業債残高の割合の各指標は、目標値を
達成できた。計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

効果

計画を実践することにより、経営環境が厳しさを増す状況下において、引き続き安定した経営を行い、より適正な経営管理を

行うことが出来ると考える。

中期経営計画の実践

経営委員会の開催

数値目標

営業収支比率と料金回収率（％）

給水収益に対する企業債残高の割合

（％）

水道ビジョンの実践

(4)健全な財政運営の推進 エ 地方公営企業、特別会計の健全な運営

水道ビジョンの推進

次年度も引き続き目標値を達成できるよう取り組んでいく。

平成27年度実績報告

実施内容

水道ビジョン及び中期経営計画は、経営委員会の開催を通じ、経営委員の方から意見をいただきながら各施策を実施した。

平成27年度の達成状況

厚生労働省が平成16年6月に今後の水道に関する重点的な政策課題と、具体的な施策及び方策、工程等を示した「水道ビジョ

ン」を策定したことを受けて、本市では水道事業の現状と課題を整理したうえで目標を定め、取り組んでいくべき施策をまとめ
計画期間を平成21年度から32年度の12年間とした水道ビジョンを策定しているのでそれを推進する。

同時に、平成26年度に、平成27年度から32年度の計画期間である中期経営計画も策定するので、それも実践していく。

また、「岡崎市水道事業及び下水道事業経営委員会」においても、水道ビジョンと中期経営計画をテーマとして取り上げ、外

部の意見も聴取していく。

年度別計画

課等の名称 上下水道局総務課

現状・課題

本市の水道事業は、常に水質の向上と安定供給に努めてきており、財政的にも良好な状態にある。しかし、節水機器の普及な

どを要因とした水需要の伸び悩みにより、給水収益の減少も見込まれる。さらに、今後は水道施設の老朽化に伴う更新や耐震化

事業等による大幅な財政負担が見込まれることが財政的な課題となっている。

※営業収支比率：営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示し、この比率が高いほど営業利益率が高いことを示
す。一方、これが100％未満である場合は、営業損失が生じていることを意味する。

※料金回収率：供給単価と給水原価の関係を表しており、事業の経営状況の健全性を示す。給水にかかる費用のうち、水道料金

で回収する割合を示す。

※給水収益に対する企業債残高の割合：企業債残高の規模と経営への影響を分析するための指標。企業債残高は少ない方が余裕

を持った経営が可能という点では好ましいが、水道事業が起債によって世代間の負担の公平化を行い、長期的視点に立った経営
を行うという点では、一定程度企業債残高があるのはやむをえず、また必要ともいえる。

実施概要
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状態

計画番号 60 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 130以上 150以上 170以上 180以上 190以上 200以上

実績 59

計画 100以上 110以上 120以上 130以上 140以上 150以上

実績 34

C

進行中

評価

流動比率及び現金預金比率ともに、目標値を大幅に下回った。

計画を大幅に下回った要因は、平成26年度から適用になった地方公営企業会計基準の
見直しにより、翌年度償還予定の企業債を流動負債に計上したためである。計画を下回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

現金（キャッシュ）を潤沢に持つことで、緊急事故に対する修繕費の捻出が容易になること、また将来の投資計画を策定する
うえでも効果が期待でき、このことにより市民サービスの向上につながるものと考えられる。

類似団体との財務分析比較

経営委員会の開催

数値目標

流動比率（％）

現金預金比率（％）

効果

流動比率・現金比率の点検

(4)健全な財政運営の推進 エ 地方公営企業、特別会計の健全な運営

下水道事業経営ビジョンの推進

流動比率及び現金預金比率ともに目標値を上回るように、経営委員会の委員の意見等を踏まえながら現金（キャッシュ）の確

保に取り組んでいく。

平成27年度実績報告

実施内容

流動比率及び現金比率の財務分析を行い、地方公営企業法を適用している類似団体との経営比較を実施した。

また、「岡崎市水道事業及び下水道事業経営委員会」において、下水道事業経営ビジョンの進捗状況の確認を行い、外部の有

識者の意見を聴取しながら、現金（キャッシュ）の確保に努めた。

平成27年度の達成状況

各年度の決算状況をもとに、流動比率及び現金比率の財務分析を行い、地方公営企業法を適用している類似団体との経営比較

を行う。併せてキャッシュにおける収益性を確保するため、水洗化率及び収納率の推移を把握していく。

また、「岡崎水道事業及び下水道事業経営委員会」において、下水道事業経営ビジョンの進捗状況の確認を行いながら、外部
の有識者の意見を聴取していく。

※流動比率：１年以内に現金化できる資産と支払わなければならない負債とを比較するもの。流動性を確保するためには、流動

資産が流動負債の２倍以上あることが望まれるので、理想比率は200％以上となる。

※現金比率（現金預金比率）：流動比率の補助比率で、流動負債に対する支払手段としての流動資産のうち、当座資金をどれだ
け有しているかを示し、100％以上が望ましい値となる。

年度別計画

課等の名称 上下水道局総務課

現状・課題

下水道事業経営ビジョンは、平成24年度から25年度の２箇年をかけ策定されたもので、その策定期間は、平成26年度から

32年度までの期間としている。経営ビジョン策定の趣旨は、平成24年度から下水道事業を、これまで特別会計として会計処理

していたものを、経営状況や資産・負債・資本といった財政状態を把握するため、公営企業会計移行したことによるものであ

る。企業会計化したことにより、健全で安定した下水道事業の運営を遂行するにあたり、保有資金を確保していくことが重要と

なっている。

実施概要
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状態

計画番号 61 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 90.5 90.5 90.5 90.5 90.5 90.5

実績 90.6

B

進行中

評価

年度別計画のとおり事務を進めることができた。
現年普通徴収者の収納率については、目標を達成することができた。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

現年普通徴収者の収納率（％）

効果

介護保険事業の財源の安定化と、サービス利用時の給付制限者の減少が図られる。

個別訪問

納付約束者の納付管理

サービス利用者の口座勧奨

数値目標

被保険者証交付時の口座振替勧奨

(4)健全な財政運営の推進 エ 地方公営企業、特別会計の健全な運営

特別会計「介護保険」の健全な運営

収納率を向上させることは、毎年の取り組みの結果によるものである。また決定的な打開策はないため引き続き、現体制を維

持していく。

平成27年度実績報告

実施内容

平成27年度から第６期事業計画により介護保険料の見直しがされ、一般的に増額される結果になった。収入の無い被保険者に

も保険料は課せられるため、さらに滞納に拍車がかかる状況となっている。これに対して地道な努力ではあるが、臨戸訪問によ

り個々の経済状況を勘案した納付計画を立て、それに沿って納付がされているか履行確認を行った。

平成27年度の達成状況

収納率向上対策のため、下記の取り組みを行う。

・資格取得時から年金特徴になるまでの間の、未納を防止するために「介護保険被保険者証」交付時に口座振替勧奨の用紙を同
封する。

・滞納の常習化を防止するために、初期の未納者を中心に訪問催告を行う。

・納付約束者に対して、定期的に納付状況を確認し滞っている場合は電話や訪問催告で指導を繰りかえす。

・サービス利用者の未納防止のため、口座振替を義務付けさせる。

・滞納者の支払能力に応じた、きめ細かな納付計画を立てられるように職員のレベル向上を図る。

年度別計画

課等の名称 介護サービス室

現状・課題

介護保険事業は、主に公費と被保険者から徴収する保険料で運営している。その中で岡崎市が徴収するのは65歳以上の被保険

者の保険料である。現在約９割が年金から保険料を差し引く特別徴収者だが、残り１割は自主納付する普通徴収者である。

滞納者はこの普通徴収者のうちの約1.4割であるが、平成24年度から滞納指導の方法を改めたため、平成23年度以前は約1.7

割あったものが減少傾向にある。しかし、滞納者は将来介護サービスを必要とした場合、給付制限が課せられる場合があり、ま

た被保険者間の公平性のためにも、一人でも多く減らしていく必要がある。

実施概要
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状態

計画番号 62 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 90.5 90.5 90.7 90.7 90.9 90.9

実績 90.4

計画 50 50 50 50 50 50

実績 27

B

進行中

評価 年度別計画のとおり事務を進めることができた。

現年収納率については、収納率向上対策を実施することにより、概ね目標を達成するこ

とができた。
生活習慣病重症化予防の保健指導については、かかりつけ医による指導を受けている、

自己管理できている等の理由で不参加となった者が多かった。

計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

収納率向上対策の実施により、安定した保険料収入の確保、医療費適正化対策として被保険者に対し、保険制度による医療費

負担を周知するとともに、被保険者の生活習慣病重症化予防による医療費削減に寄与する。

現年収納率（％）

医療費通知

生活習慣病重症化予防

数値目標

生活習慣病重症化予防（人）

効果

収納率向上対策

(4)健全な財政運営の推進 エ 地方公営企業、特別会計の健全な運営

特別会計「国民健康保険事業」の健全な運営

より多くの保健指導対象者が質の高い指導を最後まで受けられるよう、委託先のモニタリングや事業評価をしながら、引き続

き、生活習慣病重症化予防に取り組んでいく。

医療費通知同封リーフレットを活用し、健康啓発と保険制度周知により医療費適正化に取り組んでいく。

安定した保険料収入の確保のため、引続き収納率向上対策を実施していく。

平成27年度実績報告

実施内容

収納率の向上のため、口座振替の推進や特別納付相談等窓口の開設、嘱託収納員の効率的な利用、差押処分や執行停止処分等

を実施した。
特定健康診査結果から、糖尿病に関する項目において、早期に医療機関の受診及び生活習慣の改善を要する者を抽出し、医療

機関受診を促すとともに保健指導を行った。

医療費適正化を図るため、２ヶ月毎の医療費について年６回通知を送付した。健康啓発と保険制度周知のためのリーフレット

の同封を行った。

平成27年度の達成状況

収入面において、収納率向上対策、支出面において医療費適正化対策として、被保険者に対し医療費通知の実施と、医療費削

減の一環として、特に、生活習慣病の重症化を予防するための保健指導を実施することにより、事業の健全な運営を行う。

年度別計画

課等の名称 国保年金課

現状・課題

国民健康保険事業は、構造的に低所得者が多い。また被保険者の年齢層が高く、医療費水準が高いため、医療費が増大する傾

向にある。医療費の増大は被保険者の保険料負担の増となっている。

運営面においては収入を確保するために、保険料の収納率の向上、また、支出においては、医療費の適正化対策による医療費

の削減が課題となっている。

実施概要
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状態

計画番号 63 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

資産調査及び評価に必要となる関係書類の所在確認を行った。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

公営企業会計を適用することにより、損益・資産等の的確な把握をすることができるようになり、他の類似の地方公営企業と

の比較により、経営成績や財政状態等を正確に評価することも可能となると考える。

数値目標

簡易水道事業の公営企業会計導入の
検討

(4)健全な財政運営の推進 エ 地方公営企業、特別会計の健全な運営

特別会計「簡易水道事業」の健全な運営 課等の名称 上下水道局総務課

現状・課題

簡易水道事業は山間地などの人口の少ない区域に存在しているため、施設整備に係る資本費用により給水原価が高額となり、

料金収入のみによって経営することが困難であるが、市内の水道料金の公平性を考え、旧額田町との合併時に、上水道と簡易水

道の料金を同一にした。その結果、一般会計からの繰り入れに頼らざるを得ない運営となっている。
また、本市には、6簡易水道事業があり、これらの給水区域には10箇所の浄水場が点在していることから、施設の維持管理に

多額のコストを要するほか、施設トラブルに伴う断水等のリスクが高いことも課題の一つである。

住民生活に密着したサービスの提供を、将来にわたり安定的に継続することは、重要な課題であり、近年、サービスの提供に

必要な施設等の老朽化に伴う更新事業や防災・減災対策事業の実施等に伴う投資の増大、料金収入の伸び悩み等があり、経営環

境は厳しさを増している。総務省からは「公営企業会計の摘要拡大に向けたロードマップ」が公表され、現在、公営企業会計を
適用していない簡易水道事業に対して同会計の適用を促進することが示されたため、公営企業会計導入に向けた検討が必要と

なった。

実施概要

次年度は、資産調査及び評価に向けて関係書類の内容確認を行う。

平成27年度実績報告

実施内容

企業会計化に向けて簡易水道の保有資産調査及び評価に係る業務委託料を財政計画に計上した。

平成27年度の達成状況

・簡易水道事業の固定資産台帳の整備を行う。

・上水道と簡易水道の施設（経営）統合も想定した施設計画の事業費の算定を行い、その事業に伴う費用負担と合わせて公営企

業会計導入の検討を行う。

・他都市の状況調査を行い、水道事業との統合による企業会計化、簡易水道事業単独での企業会計化、導入の是非についても検

討を行う。

年度別計画

数値目標が設定できない理由
公営企業会計導入の検討をしている段階であるため、具体的な数値目標を設定すること

ができない。

効果
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状態

計画番号 64 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

効果

整備計画の策定により、施設整備費の平準化が図られ、また、施設の整備による老朽化の改善により、公共用水域の水質保全

と適正な維持管理の継続が図られると考えられる。

また、平成３３年度以降についても、継続的に進めることにより、安定した維持管理による水質保全が図られると考えられ

る。

早期に各地区の処理施設の劣化状況など詳細調査を実施し、その調査結果に基づき最適な整備計画の策定を行う。今後はこの
整備計画に基づき、適正な時期において改築更新など施設の整備を継続的に進めていく。

年度別計画

数値目標

数値目標が設定できない理由 計画の策定段階であるため、具体的な数値目標を設定することができない。

劣化状況の調査結果に基づき、効率的、経済的な補修・改築等に資する整備計画を策定する。

平成27年度実績報告

実施内容

処理施設の劣化状況などを詳細に調査するため、機能診断を実施した。

平成27年度の達成状況

進行中

評価

年度別計画どおり、劣化状況の調査を実施した。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

施設整備の設計及び工事

劣化状況の調査

(4)健全な財政運営の推進 エ 地方公営企業、特別会計の健全な運営

特別会計「農業集落排水事業」の健全な運営 課等の名称
上下水道局総務課・下水

施設課・下水工事課

最適な整備計画の策定

現状・課題

本市には、農業用用排水の水質保全のみならず、公共用水域の水質保全への寄与も目的として、10地区に農業集落排水処理施

設があり、適正な維持管理が求められている。

本市の農業集落排水処理施設は、平成８年から供用を開始し既に18年が経過した処理施設を始めとし、15年以上を経過した

処理施設が６地区、また、１０年以上を経過した処理施設としては８地区である。今後に向けて各地区の、電気機械設備など施
設の老朽化が課題となっている。

実施概要



81

オ 公有財産の効果的・効率的運営

状態

計画番号 65 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

年度別計画のとおり、公共施設等総合管理計画策定に向けて事務を進めた。特に、類型

別方針案の作成に伴い、計画推進に向けた準備が必要な学校施設の大規模改修等について
は、関係課と調整を進めるなどの進捗を図った。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

(4)健全な財政運営の推進 オ 公有財産の効果的・効率的運営

公共施設等総合管理計画の策定 課等の名称 行政経営課

効果

公共施設等についての現状を把握し、総合的な管理計画を策定することで、将来世代への負荷を最小化するとともに、現世代

がニーズに合った公共施設サービスを享受できるよう検討する機会となる。

数値目標が設定できない理由
本計画策定を通じて課題のボリュームを把握するため、現段階では数値目標が設定でき

ない。

現状・課題

全国的な傾向として、1970年代前後に建設された公共施設等が2020年代に大量に更新時期を迎え、大幅な財源不足が予想

される。また、人口動態の変化により、施設利用の需給バランスが失われる懸念があることなどから、総務省は地方自治体に対

して「公共施設等総合管理計画」の策定を要請している。

本市では、建築物について市有建築物管理保全基本方針を策定し、長寿命化や平準化への試みに着手している。

公共施設等総合管理計画について、議会・市民への情報共有を行う。また、平成27年度エリアマネジメントモデルの作成過程

で明らかになってきた課題について詳細検討を行うとともに、建築物・インフラの各類型における管理計画の作成推進に向けて

関係課へ働きかけを行う。

平成27年度実績報告

実施内容

公共施設等総合管理計画の全体方針案では、総量把握と将来推計に基づく縮減目標を作成した。類型別方針では、施設を機能

別に分類・整理し、大まかな方針を作成するとともに、機能別の視点では不足するエリア分析をモデル的に行い、合理的な施設

配置に向けた検討イメージを作成した。

また、インフラについては、類型ごとで老朽化対策の必要性に応じた管理計画策定に向けて、関係課と調整を行った。

平成27年度の達成状況

建築物

類型別管理計画策定・推進

数値目標

議会・市民への情報共有

実施概要

各施設の管理担当課と連携して、将来の更新費用について時期と金額を把握し、将来の財源不足規模を想定する。
また、人口推計データによる施設利用の需給バランス想定と合わせて、公共施設に関する全体方針を策定する。その後、全体

方針を踏まえ、施設類型別について詳細状況の把握をもって方針を策定する。

なお、この計画は「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」が決定したインフラ長寿命化基本計画における地

方自治体の行動計画としての役割を併せ持っており、今後も数年ごとに見直しを行い、精度の向上や進捗の管理に取組んでい

く。あわせて、各課での個別施設計画策定にむけて調整を進める。

年度別計画

全体方針の策定

施設類型別方針の策定

インフラ

類型別管理計画策定の調整
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状態

計画番号 66 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 170 163 163 163 163 163

実績 171

計画 70 90 70 45 48 70

実績 69

27 28 29 30 31 32

見込 ▲ 3,000

実績 ▲ 3,000

B

進行中

評価
年度別計画の通り、公共建築物整備事業計画の見直し及び公共建築物整備事業を実施し

た。定期点検業務は一元的に行っており、数値目標である定期点検の直営実施の施設数も
計画通り実施できた。委託業務は統一仕様書の見直しによる修正に伴い、より適正化され

た。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

委託業務の見直しによるコスト削減

建築物定期点検（３年に１回実施）

の直営実施の施設数（施設）

数値目標

建築設備定期点検（毎年実施）の直

営実施の施設数（施設）

効果

計画的な公共建築物整備事業を行うことにより効率的な財政負担の平準化が可能となる。定期点検を一元的に行うことで優先

順位の高い建物から計画的に整備することができる。また、直営点検移行により委託料の削減が図れる。委託業務の仕様書及び

積算基準の統一や見直しを行うことにより業務の適正化とコスト縮減につながる。

財政効果額（千円）

(4)健全な財政運営の推進 オ 公有財産の効果的・効率的運営

計画的な公共建築物整備事業の実施 課等の名称

公共建築物整備事業計画の見直しと公共建築物整備事業を引き続き実施していく。

定期点検業務の一元的な実施と職員による直営点検を引き続き行っていく。

委託業務の適正化と検証については引き続き進めていく。

平成27年度実績報告

実施内容

公共建築物管理保全システムの保全計画から事業費の平準化を考慮した短期保全計画を作成し公共建築物整備事業計画の見直

しを実施した。また昨年度の計画に基づき公共建築物整備事業を実施した。

定期点検業務を一元的に行い、一部は職員による直営点検に移行し点検結果を保全計画に反映させた。

委託業務の統一仕様書及び積算基準は必要に応じ内容の見直しを行い、業務内容と仕様書に違いがないか検討した。

平成27年度の達成状況

施設保全課

公共建築物整備事業の実施

定期点検業務の実施

委託業務の適正化と検証

公共建築物整備事業の見直し

現状・課題

すべての市有建築物を長寿命化した場合、将来において限られた財源では適正に施設整備することが難しい状況である。建物

の長寿命化は、コスト削減につながるが、保全計画によって市有建築物の整備を効果効率的に行う必要がある。

実施概要

・市有建築物の老朽化や劣化が進行する中、基本方針に基づき市有建築物管理保全システムを構築した。このシステムによって

保全計画を策定して建物の長寿命化及び事業費の平準化を検討し、短期保全計画から公共建築物整備事業を毎年見直し実施す

る。

・建築基準法に基づく市有建築物の定期点検を一元的に行うことで、点検内容を把握して的確な判断により建物の改修、修繕に
つながる保全計画に反映させる。さらに定期点検の一部を職員による直営点検に移行し、このうち建築物点検は業務の平準化を

図る。

・施設を良好な状態で保つための維持管理委託業務が、適正な発注及び管理が出来るように委託業務の発注仕様書及び積算基準

の見直しを行い、業務の適正化を図る。また、見直し後の業務について検証を継続的に実施する。

年度別計画
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状態

計画番号 67 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 60,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

実績 114,507

計画 30,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

実績 49,786

27 28 29 30 31 32

見込 90,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

実績 164,293

A

進行中

評価
市有地の売払いについては６物件の入札を行った。貸付についても、駐車場や住宅敷地

等として多くの物件を貸付けしている。また、公用車への広告は、軽貨物自動車の16台

に対して行い、庁舎の広告設置スペースも貸付けを行っている。基本方針については、内

容の見直しを行い改訂版を策定した。
計画を上回る

次年度（平成28年度）の取組み内容

効果

市有地を売払い、有償貸付けすることにより、売払収入、貸付収入及び固定資産税などの自主財源を確保することができる。

また、土地の維持管理費の縮減を図ることができる。

また広告事業を推進し新たな自主財源を確保することにより、健全な財政運営に貢献することができる。

財政効果額（千円）

市有地売払等収入

数値目標

市有地の貸付金額 （千円）

市有地の売払い金額（千円）

基本方針の見直し

(4)健全な財政運営の推進 オ 公有財産の効果的・効率的運営

資産の有効活用

次年度についても、積極的な財源の確保や市有財産の効果的・効率的運営を図るため、市有地をその性質によって、売払いや

有償貸付けなどの利活用を行っていく。

平成27年度実績報告

実施内容

市有財産の性質によって売払い、有償貸付をするなど積極的に利活用した。また、公用車への有料広告や本庁舎等を利用した

広告や自動販売機設置スペースとしての貸付けなど財産を有効活用した。市有財産の利活用の取組みを推進することにより、土
地の売払収入、貸付収入及び広告料収入などの自主財源の確保に努めるとともに、維持管理費の縮減を図った。

平成27年度の達成状況

課等の名称 財産管理課

現状・課題

本市では「市有財産の有効活用に関する基本方針」に基づき、市が保有する市有財産のうち普通財産について、遊休・未利用

の物件は売払うことを原則としている。平成24年度から定期的な市有地の売払いを行っているが、最近では、市中心部における

住宅建設適切地が少なくなっている。

また、本庁舎施設等を利用した広告の設置や自動販売機設置スペースの貸付けなどを行い、自主財源の確保に努めている。

※普通財産：行政財産（地方公共団体において公用又は公共用に供し、又は供することを決定した財産）以外の一切の公有財産
で、行政目的のために直接供されるものではなく、一般私人と同様の立場で管理し、所有する財産

実施概要

公有財産の有効活用については、各事業において、新たな利用方法を模索しながら、最も有効な活用策を検討していく。市で

活用できない場合は、その財産の性質によって売却処分・有償貸付を推進する。売却する場合は、処分可能かどうか十分な確認

を行い、計画的な売却処分を進める。

また、引き続き公用車への有料広告の掲載や、庁舎の一部を広告設置スペースとして貸付けるなど、市有財産の有効活用と自

主財源の確保を図っていく。
市有財産の有効活用に関する基本方針については、平成27年度に内容を精査し見直しを行う。

年度別計画

広告事業の推進

市有地の貸付け

市有地の売払い
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５ 広域行政の推進
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ア 公共施設の共同化と適正配置

状態

計画番号 68 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

計画 3 3 3

実績

27 28 29 30 31 32

見込 ▲ 23,000 ▲ 23,000 ▲ 23,000

実績

B

作業部会、研究会で協議

数値目標

通信指令員の減員

効果

(5)広域行政の推進 ア 公共施設の共同化と適正配置

消防指令業務の共同運用 課等の名称 消防本部通信指令室

平成28年度は、消防指令システムの設計業務を実施し、両市町でのシステム整備方針を決定する。

平成29年度は、両市町で決定された整備方針に従い、消防指令システムの整備を実施する。

平成27年度実績報告

実施内容

消防指令業務の共同運用に関し、その運用方法及び共同運用に必要な消防指令システムの共同整備について検討を重ね、10月

には共同運用に関する基本的事項について規約を定め、平成30年４月１日から両市町において共同通信課を設置し運用すること

で合意した。また、消防指令システムの共同整備に関し、両市町の関係課の意見も聞きながら協議し、その協議結果を協定書に
まとめ締結した。

平成27年度の達成状況

進行中

評価

年度別計画のとおり、消防指令業務の共同運用に必要な事項について検討を重ね、その

運用方法及び消防指令システムの共同整備についての両市町での協議を実施し、共同運用

の規約の制定及びシステムの共同整備に関する協定の締結という成果を得た。計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

共同運用により減員された通信指令

員の人件費の削減

現状・課題

消防指令業務は、従来、各市町村の消防本部ごとに消防通信指令システム等を単独で整備、運用することを原則としてきた

が、平成20年に愛知県消防救急無線広域化・共同化等整備計画が策定され、消防指令センターの整備については、広域化枠（県

下11ブロック、うち岡崎額田ブロック[岡崎市、幸田町]）で整備することとされた。また、近年、災害が複雑多様化する中で、

より高度で複雑な災害対応と迅速な災害対応が求められているとともに、大規模災害時には近隣市町と連携した、迅速かつ集中

的な広域応援体制が求められている。

実施概要

消防指令業務の共同運用とは、１１９番通報の受信、消防車や救急車の出動指令、無線通信の統制などの消防指令業務を、複

数の消防本部が一箇所の指令センターにおいて消防通信指令システムを共同で運用することである。
消防指令センターを共同運用することにより、消防力の効率的運用や人員の削減効果とともに、費用削減の効果により住民

サービスの向上を図る。

年度別計画

共同運用開始

整備工事

消防指令業務を共同運用することで、通信指令員の減員による効率的な人員配置が図られ、施設整備費などに要する費用も削
減できる。なお、消防職員の平均年俸が約7,620千円であることから、３人の人件費が削減された場合、年間約23,000千円の

財政効果が見込める。

財政効果額（千円）

整備方針の決定
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イ 広域事務処理の拡大

状態

計画番号 69 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

27 28 29 30 31 32

B

進行中

評価

消防通信指令室の共同運用に向けた準備を順調に進めることができた。
計画どおり

次年度（平成28年度）の取組み内容

効果

事務によって異なるが、人員の削減、事務費用の削減といった効果が期待できる他、事務の簡素化や、住民サービスの向上と

いった効果も期待できる。

消防通信指令室の共同運用の実施

広域事務処理の調査・研究

関係部署推進支援

数値目標

数値目標が設定できない理由
広域連携の取組みに対する調査・研究がメインとなる。また、連携によっては廃止した

方が良いものもあり、連携数といった数値で効果を計ることができない。

新たな圏域の調査・研究

(5)広域行政の推進 イ 広域事務処理の拡大

消防通信指令室の共同運用に向け、組織の変更や関連例規の整理・制定、消防指令システム実施設計委託を行う。

平成27年度実績報告

実施内容

消防通信指令室の共同運用に向け、共同運用の内容についての確認書の締結、（仮称）岡崎幸田共同消防指令センターの共同

設置に関する規約の上程・承認、消防指令システム整備基本計画の策定を行った。

ごみ処理施設の広域化に向けた関係市町との調整を図った。

平成27年度の達成状況

実施概要

消防通信指令室について、共同運用に向けた協議を進め、共同運用がより効果的なものとなるよう関係部局と共に、詳細につ

いて詰めていく。

今回、新たな広域連携制度として創設された「連携協約制度」について、運用にあたってのメリット・デメリット、また、よ
り効果的な連携相手等について調査・研究を進める。

また、事務の委託受託の関係においては、その必要性等について再検討し整理をする必要がある。

年度別計画

広域事務処理の拡大 課等の名称 企画課

現状・課題

市民ニーズの多様化、生活圏域の拡大、国・県からの権限移譲等により事務が高度化する中、効率的な行財政運営を図る手法

として、近隣市町と連携して施策の推進を図ることは有効な手段であると考えられる。

岡崎市では、観光、産業、防災等、様々な分野において広域連携を進めているが、今後も、市の施策の中で広域的な事務処理

を実施することがより効果的となるものについて調査、分析を行う必要がある。
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新規追加取組み



90

状態

計画番号 新規① 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画 —

実績 —

計画 —

実績 —

計画 —

実績 —

27 28 29 30 31 32

計画 — 2,000 2,500 4,000 4,500 6,000

実績 —

健康マイレージ事業のシステム化を図り、市民に新たな切り口で健康づくりに興味を持たせることができる。また、市民の健

康づくりの取組みをデータ分析することで、健康づくりの実態の見える化を図ることができる。

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

乙川リバーフロント地区のウォーキ

ングコースのシステムへの組み込み

数値目標

健康マイレージ事業参加者数

効果

平成27年6月に開始した健康マイレージ事業は、健康づくりによるインセンティブを得ることで、健康づくりに関心が薄い層

にも運動・栄養等の健康的な生活習慣を定着させる方法として効果が検証されており、平成27年度は2,000人を超える市民が参

加した。今後、さらに本来のターゲットである働き世代の参加者を増やすことで市民の健康寿命の延伸につながると推測され

る。

そのためには、働き世代が容易に参加できるしくみ、楽しみながら参加できるしくみや増加する参加者のデータ管理、分析を
行うことを目的としたシステムの導入が検討課題となっている。

実施概要

健康マイレージ事業のシステム化により、参加者がPC、スマートフォン等で自ら登録したデータや日々の健康記録を利用する

ことで参加者管理を容易にし、事務量を最小限に抑えることで、企業等に参加者の健康づくりに関するデータ分析結果をフィー

ドバックし、地域と職域が連携した健康づくりを実現していく。

また、参加者の健康的な生活習慣の継続意欲を引き出せるよう、体重や歩行数、野菜摂取量のグラフ化や参加者内でのランキ
ング付け、歩行数に応じたバーチャルウォーキング等を取り入れるとともに、通知機能を活用して、個々の参加者に合った継続

支援を行ったり、健康講座等のイベント情報を必要とする人に直接提供することで、健康マイレージ事業以外の健康づくり事業

の充実を図っていく。

さらに企業や仲間でのグループ登録やSNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）による情報拡散を推進し、働き世代
の参加者の増加を図っていく。また乙川リバーフロント地区のウォーキングコースの整備に合せ、ウォーキングコース利用を健

康づくりの一環としてシステムに組み込むことで、乙川リバーフロント地区を活用した健康づくりを促進する。

年度別計画

システム導入

健康づくりに関するデータ分析結果

をフィードバック

新規

おかざき健康マイレージ事業のシステム化 課等の名称 健康増進課

現状・課題
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状態

計画番号 新規② 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画 —

実績 —

計画 —

実績 —

計画 —

実績 —

27 28 29 30 31 32

計画 — 1 5 10 15 20

実績 —

新規

(2)成果を重視した行政経営の推進 イ 事務事業の見直し

数値目標

モデル試行地区（中学校区）

地域における保健活動の地区担当制の導入 課等の名称 健康増進課

現状・課題

生活習慣病対策をはじめとして、保健、医療、福祉、介護等の各分野及び関係機関、住民等との連携及び協働がますます重要

となってきている。地方分権の一層の進展により、地域において保健師が保健活動を行うにあたっては、保健師の果たすべき役

割を認識した上で、住民、世帯及び地域の健康課題を主体的に捉えた活動を展開していくことが重要となっており、地域保健関

連施策の担い手としての保健師の活動の在り方も大きく変容しつつある。

これまでの保健師の保健活動は、住民に対する直接的な保健サービスや福祉サービス等の提供及び総合調整に重点を置いて活
動するとともに、地域保健関連施策の企画、立案、実施及び評価、総合的な健康施策への積極的な関与を進めてきたが、今後は

これらの活動に加えて、持続可能でかつ地域特性を活かした健康なまちづくり、災害対策等を推進することが必要である。

このような現状の中、厚生労働省から「地域における保健師の保健活動について」(平成25年４月19日付健発0419第１号)に

おいて、地域における保健師の保健活動のさらなる推進を図るよう要請されており、本市の縦割りの業務分担及び健康増進課内

の業務分担の中でそれぞれの地区担当を設けている現在の体制では、住民、世帯及び地域の健康課題を主体的に捉えた活動の展
開が十分にできていないことから、根本的な業務体制の見直しが急務となっている。

効果

・縦割りの業務分担では、市民が「どこに」「どのように」相談していいのかわからなかった点が解消できる。
・日常的な保健活動をとおし、求めが無いところも入り込んでいける機能は保健師固有のものであり、予防的介入が可能とな

る。

・災害時の安否確認や保健活動に有効な情報を持ち、初動判断も的確となり、被災の軽減につながる。

・地区活動をとおし、関係者・住民との協働により、地域の解決力を高めることができる。

・健康課題の解決や健康水準の改善が地域ぐるみで推進でき、医療費の抑制につながる。

実施概要

地域における保健師の保健活動を充実するにあたり、保健師の地区担当制の導入を進めるため、母子保健１,２班において専門
業務担当保健師(サービスマネージャー)と地区業務担当保健師(エリアマネージャー)に分けた体制とし、さらに他班の地区活動も

行うモデル地区を選定して試行実施し、検証を行いつつ、徐々に地区を増加させ、平成32年度を目標に全市域に拡大する。

年度別計画

モデル地区を選定し試行・課題の洗

い出し・よりよい体制の検討

保健師等専門職の全庁的業務調整

人材育成研修の実施
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状態

計画番号 新規③ 体系

計画名

27 28 29 30 31 32

計画 —

実績 —

計画 —

実績 —

27 28 29 30 31 32

計画 — 200 200 200 200 200

実績 —

27 28 29 30 31 32

見込 — 200 200 200 200 200

実績 —

効果

①市道と同様の取り扱いとなることから、説明責任が向上する。
②使用料収入により歳入の増加を見込むことができる。

③岡崎市道路の占用に関する条例により占用料の徴収を行うため、道路維持課への事務移管をスムーズに行うことができる。

財政効果額（千円）

使用料収入

新規

(4)健全な財政運営の推進 ウ 受益者負担の適正化

土地区画整理事業管理地取扱要綱の改正を行い、岡崎駅東土地区画整理事業地区内の管理地（道路予定地）における占用物に

ついて、岡崎市道路の占用に関する条例（昭和29年岡崎市条例第10号。）の定めるところに準じて使用料の徴収を行うことと
する。

年度別計画

周知

指針、要綱等の見直し

数値目標

使用料収入（千円）

岡崎駅東土地区画整理施行地区内における占用物の有料化 課等の名称 市街地整備課

現状・課題

本市において、市道にある電柱などの占用物については、「岡崎市道路の占用に関する条例」に基づいて占用料の徴収を行っ

ている。しかし、岡崎駅東土地区画整理事業施行地区内の管理地（道路予定地）の占用物については、区画整理事業に伴い占用

物の移設をお願いする必要があることから、土地区画整理事業管理地取扱要綱を根拠に占用料を無料としてきた。現在、事業は
終盤になっており、仮換地については、ほぼ100％使用収益を開始しており、また区画整理事業に伴う占用物の移設について

も、ほぼ完了したことから、占用料を無料としていることについて見直す時期にきている。

※仮換地…公共施設の整備改善や宅地の利用増進を図るために行なう土地区画整理事業において、事業の施行中に、従前の宅地

などの所有者に対し、従前の宅地の代わりに使用できるように割り当てられた土地

実施概要
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岡崎市行財政改革推進計画
[平成27年度～平成32年度]

兼 平成27年度実績報告書

平成28年８月

岡崎市企画財政部行政経営課

〒444-8601 岡崎市十王町２丁目９番地

ＴＥＬ 0564-23-6502

ＦＡＸ 0564-23-6229


